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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
互いに異なる２つ以上のレターデーションをパターン状に有する光学異方性層を含む液晶
表示装置用基板の製造方法であって、下記［１］～［３］を含む方法により光学異方性層
を形成することを含み：
［１］光学異方性層形成用材料層を有する基板を用意すること
［２］前記の光学異方性層形成用材料層に互いに露光条件の異なる２種以上のパターン露
光を行うこと、及び
［３］前記露光後の基板に８０℃～４００℃での熱処理を行うこと、
前記光学異方性層形成用材料層は、少なくとも１つの反応性基を有する液晶性化合物を含
んでなる溶液を、塗布乾燥して液晶相を形成した後、加熱または光照射して固化した層で
あり、
前記液晶性化合物が、アクリル基及びメタクリル基からなる群より選択されるラジカル重
合反応性基を少なくとも１つ、ならびにビニルエーテル基、オキセタン基、及びエポキシ
基からなる群よりカチオン重合反応性基を少なくとも１つ有している製造方法。
【請求項２】
前記溶液がカチオン光重合開始剤を含み、
前記工程［１］において、前記光学異方性層形成用材料層と前記基板との間にラジカル光
重合開始剤を含む層が前記光学異方性層形成用材料層に隣接して存在している請求項１に
記載の製造方法。
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【請求項３】
前記のラジカル光重合開始剤を含む層が粘着層、又は感光性、感圧性もしくは感熱性の樹
脂層である請求項２に記載の製造方法。
【請求項４】
［１］が前記光学異方性層形成用材料層を転写材料から基板に転写することにより行われ
る請求項１～３のいずれか一項に記載の方法。
【請求項５】
転写材料がラジカル光重合開始剤を含む層を含む請求項４に記載の方法。
【請求項６】
前記光学異方性層形成用材料層の面内レターデーションが４０～５５０ｎｍである請求項
１～５のいずれか１項に記載の製造方法。
【請求項７】
前記光学異方性層形成用材料が高分子を含む請求項１～６のいずれか１項に記載の製造方
法。
【請求項８】
前記高分子が、アクリル基、メタクリル基、ビニルエーテル基、オキセタン基、及びエポ
キシ基からなる群から選択される少なくとも1つの重合性基を有する請求項７に記載の製
造方法。
【請求項９】
前記液晶性化合物が、棒状液晶性化合物である請求項１～８のいずれか１項に記載の製造
方法。
【請求項１０】
前記基板がカラーフィルタ層を有する請求項１～９のいずれか１項に記載の製造方法。
【請求項１１】
請求項１～１０のいずれか１項に記載の方法により製造された、互いに異なる３つ以上の
レターデーションをパターン状に有する光学異方性層を有する液晶表示装置用基板。
【請求項１２】
カラーフィルタ層を有し、かつ前記レターデーションのパターンが、カラーフィルタ層が
示す色に対応している請求項１１に記載の液晶表示装置用基板。
【請求項１３】
請求項１１又は請求項１２に記載の液晶表示装置用基板を有する液晶表示装置。
【請求項１４】
前記液晶層の配向モードがＴＮモード、または、ＶＡモード、または、ＩＰＳモード、ま
たは、ＦＦＳモード、または、ＯＣＢモードであることを特徴とする請求項１３に記載の
液晶表示装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、液晶表示装置用基板の製造方法に関し、特にパターン状のレターデーション
を有する光学異方性層を含む液晶表示装置用基板の製造方法に関する。本発明はまた該製
造方法により得られる液晶表示装置用基板に関する。
【背景技術】
【０００２】
　ワードプロセッサやノートパソコン、パソコン用モニターなどのＯＡ機器、携帯端末、
テレビなどに用いられる表示装置としては、ＣＲＴ（Ｃａｔｈｏｄｅ Ｒａｙ Ｔｕｂｅ）
がこれまで主に使用されてきた。近年、液晶表示装置が、薄型、軽量、且つ消費電力が小
さいことからＣＲＴの代わりに広く使用されてきている。液晶表示装置（ＬＣＤ）は、液
晶セル及び偏光板を有する。偏光板は保護フィルムと偏光膜とからなり、ポリビニルアル
コールフィルムからなる偏光膜をヨウ素にて染色し、延伸を行い、その両面を保護フィル
ムにて積層して得られる。例えば、透過型液晶表示装置では、この偏光板を液晶セルの両
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側に取り付け、さらには一枚以上の光学補償シートを配置することもある。一方、反射型
液晶表示装置では、反射板、液晶セル、一枚以上の光学補償シート、及び偏光板の順に配
置する。液晶セルは、液晶分子、それを封入するための二枚の基板及び液晶分子に電圧を
加えるための電極層からなる。液晶セルは、液晶分子の配向状態の違いで、ＯＮ、ＯＦＦ
表示を行い、透過型、反射型及び半透過型のいずれにも適用でき、ＴＮ（Ｔｗｉｓｔｅｄ
 Ｎｅｍａｔｉｃ）、ＶＡ（Ｖｅｒｔｉｃａｌｌｙ Ａｌｉｇｎｅｄ）、ＩＰＳ（Ｉｎ－Ｐ
ｌａｎｅ Ｓｗｉｔｃｈｉｎｇ）、ＦＦＳ（Ｆｒｉｎｇｅ Ｆｉｅｌｄ Ｓｗｉｔｃｈｉｎ
ｇ）、ＯＣＢ（Ｏｐｔｉｃａｌｌｙ Ｃｏｍｐｅｎｓａｔｏｒｙ Ｂｅｎｄ）、ＥＣＢ（Ｅ
ｌｅｃｔｒｉｃａｌｌｙ Ｃｏｎｔｒｏｌｌｅｄ Ｂｉｒｅｆｒｉｎｇｅｎｃｅ）、ＳＴＮ
（Ｓｕｐｅｒ Ｔｗｉｓｔｅｄ Ｎｅｍａｔｉｃ）、のような表示モードが提案されている
。しかしながら、従来の液晶表示装置で表示し得る色やコントラストは、ＬＣＤを見る時
の角度によって変化する。そのため、液晶表示装置の視野角特性は、ＣＲＴの性能を越え
るまでには至っていない。
【０００３】
　この視野角特性を改良するために、視野角補償用の光学補償フィルムが適用されてきた
。これまでに上述の様々の表示モードに対して種々の光学特性を有する光学補償フィルム
を用いることにより、優れたコントラスト視野角特性を有するＬＣＤが提案されている。
特にＯＣＢ、ＶＡ、ＩＰＳの３つのモードは広視野角モードとして全方位に渡り広いコン
トラスト視野角特性を有するようになり、近年では、３０インチを超える大サイズディス
プレイもテレビ用途として既に家庭に普及し始めている。
【０００４】
　ＶＡモードは、正面から見た場合の表示特性がＴＮモードと同様に優れているのみなら
ず、視野角補償用光学補償フィルムを適用することで広い視野角特性を発現することもあ
り、現在最も普及しているＬＣＤモードとなっている。ＶＡモードでは、フィルム面の方
向に正の屈折率異方性を有する一軸配向性位相差板（正のａ－ｐｌａｔｅ）とフィルム面
に垂直な方向に光学軸を有する負の一軸性位相差板（負のｃ－ｐｌａｔｅ）を用いること
でより広い視野角特性を実現できる（特許文献１参照）。
【０００５】
　しかし、光学補償フィルムによる方法はコントラスト視野角特性を有効に改良できるが
、色視野角特性に対しては改良効果が十分ではなく、色視野角特性改良はＬＣＤの重要な
課題となっている。ＬＣＤの色視野角特性は、Ｒ、Ｇ、Ｂの代表的な３つの色において波
長が異なるため、同じ位相差でも偏光の位相差による変化が異なってしまうことに由来す
る。これを最適化するには、光学異方性材料の複屈折の波長依存性、すなわち複屈折波長
分散をＲ、Ｇ、Ｂに対して最適化してやることである。現在のＬＣＤではＯＮ、ＯＦＦ表
示に用いられる液晶分子の複屈折波長分散や光学補償フィルムの複屈折波長分散が容易に
制御できないため、未だ色視野角特性を十分改良するに至っていない。
【０００６】
　色視野角特性を改善するためには、主に液晶セル内にカラーフィルタなどと一緒にパタ
ーニングする方法などを用いることによって、光学補償をＲ、Ｇ、Ｂの３色に対して独立
に補償する方式（特許文献２参照）が提案されている。これらを反射型液晶表示装置にお
けるλ／４板や、各モードのＬＣＤに適用することにより、色視野角特性を改善すること
ができる。しかしながら、液晶セル内にパターニング可能な材料で、Ｒ、Ｇ、Ｂに対して
パターニングされたカラーフィルタの上に位置を合わせながら、尚且つ光学的に均一な位
相差特性を有する光学異方性層を形成することは非常に困難である。
【０００７】
　現在、液晶セル内に光学異方性層をＲ、Ｇ、Ｂのカラーフィルタごとにパターニングす
る方式として、フォトリソグラフィーなどによりＲＧＢの光学異方性層をそれぞれ３回に
わたって形成する方式（特許文献３参照）が提案されているが、工程数アップに起因する
コストアップが大きな問題とされている。
【０００８】
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【特許文献１】特開平１０－１５３８０２号公報（第１２－１３頁、図５４）
【特許文献２】特開２００４－３７８３７号公報
【特許文献３】特開２００４－２４０１０２号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　本発明は、液晶表示装置の色視野角を改善させる液晶表示装置用基板を簡便に製造する
方法の提供を課題とする。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
本発明は、下記（１）～（２０）を提供するものである。
　（１）光学異方性層を含む液晶表示装置用基板の製造方法であって、下記［１］～［３
］を含む方法により光学異方性層を形成することを含む製造方法：
［１］光学異方性層形成用材料層を有する基板を用意すること
［２］前記の光学異方性層形成用材料層に互いに露光条件の異なる２種以上のパターン露
光を行うこと、及び
［３］前記露光後の基板に８０℃～４００℃での熱処理を行うこと。
（２）［１］が光学異方性層形成用材料層を転写材料から基板に転写することにより行わ
れる（１）に記載の方法。
【００１１】
（３）光学異方性層形成用材料層と基板との間に、粘着層、又は感光性、感圧性もしくは
感熱性の樹脂層が存在する（２）に記載の製造方法。
（４）光学異方性層形成用材料層が、基板上に、直接形成されている（１）に記載の製造
方法。
（５）光学異方性層形成用材料層が、基板上に形成した配向層をラビングした上に直接形
成されている（１）に記載の製造方法。
【００１２】
（６）光学異方性層形成用材料層の面内レターデーションが４０～５５０ｎｍである（１
）～（５）のいずれか一項に記載の製造方法。
（７）光学異方性層形成用材料が高分子を含む（１）～（６）のいずれか１項に記載の製
造方法。
（８）前記高分子が、アクリル基、メタクリル基、ビニルエーテル基、オキセタン基、及
びエポキシ基からなる群から選択される少なくとも1つの重合性基を有する（７）に記載
の製造方法。
【００１３】
（９）光学異方性層形成用材料層が、少なくとも１つの反応性基を有する液晶性化合物を
含んでなる溶液を、塗布乾燥して液晶相を形成した後、熱または電離放射線照射して固化
した層である（１）～（８）のいずれか１項に記載の製造方法。
（１０）前記液晶性化合物が、ラジカル重合反応性基を少なくとも１つ、及びカチオン重
合反応性基を少なくとも１つ有している（９）に記載の製造方法。
（１１）ラジカル重合反応性基がアクリル基又はメタクリル基であり、かつカチオン重合
反応性基がビニルエーテル基、オキセタン基、又はエポキシ基である（１０）に記載の製
造方法。
（１２）前記液晶性化合物が、棒状液晶性化合物である（９）～（１１）のいずれか１項
に記載の製造方法。
【００１４】
（１３）光学異方性層形成用材料層が、少なくとも１つの反応性基を有する化合物を含む
延伸フィルムである（１）～（８）のいずれか１項に記載の製造方法。
（１４）延伸フィルムが、直接もしくは他の層を介して、粘着剤により基板と貼り合わさ
れている（１３）に記載の製造方法。
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（１５）基板がカラーフィルタ層を有する（１）～（１４）のいずれか１項に記載の製造
方法。
（１６）（１）～（１５）のいずれか１項に記載の方法により製造された、互いに異なる
３つ以上のレターデーションをパターン状に有する光学異方性層を有する液晶表示装置用
基板。
【００１５】
（１７）カラーフィルタ層を有し、かつ前記レターデーションのパターンがカラーフィル
タ層が示す色に対応している（１６）に記載の液晶表示装置用基板。
（１８）（１６）又は（１７）に記載の液晶表示装置用基板を有する液晶表示装置。
（１９）前記液晶層の配向モードがＴＮモード、または、ＶＡモード、または、ＩＰＳモ
ード、または、ＦＦＳモード、または、ＯＣＢモードであることを特徴とする（１８）に
記載の液晶表示装置。
（２０）レターデーションが互いに異なる２つ以上の領域を有する光学異方性層の形成方
法であって、下記［１］及び［２］を含む方法：
［１］フィルム状の光学異方性層形成用材料に互いに露光条件の異なる２種以上のパター
ン露光を行うこと、及び
［２］前記露光後の材料に８０℃～４００℃での熱処理を行うこと。
【発明の効果】
【００１６】
　本発明の製造方法により、簡素な工程と工程数削減によってコストを抑えながらも液晶
表示装置の色視野角を改善させる液晶表示装置用基板を得ることができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１７】
　以下、本発明を詳細に説明する。
　なお、本明細書において「～」とはその前後に記載される数値を下限値および上限値と
して含む意味で使用される。
【００１８】
　本明細書において、Ｒｅは面内のレターデーションを表す。波長λｎｍにおけるＲｅで
あるＲｅ(λ)はＫＯＢＲＡ　２１ＡＤＨまたはＷＲ（王子計測機器（株）製）において波
長λｎｍの光をフィルム法線方向に入射させて測定される。本明細書におけるＲｅは、Ｒ
、Ｇ、Ｂに対してそれぞれ６１１±５ｎｍ、５４５±５ｎｍ、４３５±５ｎｍの波長で測
定されたものを意味し、特に色に関する記載がなければ５４５±５ｎｍまたは５９０±５
ｎｍの波長で測定されたものを意味する。
【００１９】
　本明細書において、角度について「実質的に」とは、厳密な角度との誤差が±５°未満
の範囲内であることを意味する。さらに、厳密な角度との誤差は、４°未満であることが
好ましく、３°未満であることがより好ましい。レターデーションについて「実質的に」
とは、レターデーションが±５％以内の差であることを意味する。さらに、Ｒｅが実質的
に０でないとは、Ｒｅが５ｎｍ以上であることを意味する。また、屈折率の測定波長は特
別な記述がない限り、可視光域の任意の波長を指す。なお、本明細書において、「可視光
」とは、波長が４００～７００ｎｍの光のことをいう。
【００２０】
　本発明の製造方法により得られる液晶表示装置用基板は、パターン状のレターデーショ
ンを有する液晶表示装置用基板であり、基板と、少なくとも一層のパターン状のレターデ
ーションを有する光学異方性層とを有する。本明細書において「パターン状のレターデー
ションを有する光学異方性層」又は「レターデーションをパターン状に有する光学異方性
層」とは「レターデーションが異なる領域をパターン状に有する光学異方性層」を意味す
る。なお、本明細書において特に言及しない場合は、「液晶表示装置用基板」と「基板」
は区別して用いられる。
【００２１】
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［転写材料およびパターン形成前の液晶表示装置用基板］
　図１（ｄ）にパターン形成前の液晶表示装置用基板の一例の概略断面図を示す。図１（
ｄ）の液晶表示装置用基板においては、基板１４上に配向層１６を介して、光学異方性形
成材料層１５が形成されている。
　図１（ｃ）に転写材料を用いて形成したパターン形成前の液晶表示装置用基板の一例の
概略断面図を示す。図１（ａ）、（ｂ）は、光学異方性層形成用材料層が転写材料から基
板に転写することにより形成される場合に用いられる転写材料の一例の概略断面図である
。図１（ａ）の転写材料１１は、仮支持体１３上に配向層１６を介して、光学異方性形成
材料層１５および転写用接着層１７がこの順に形成されている。転写用接着層１７を介し
て基板１４に転写材料１１をラミネート転写することによって、図１（ｃ）のパターン形
成前の液晶表示装置用基板１２が作製できる。基板１４としては透明であれば特に限定は
ないが、複屈折が小さい支持体が望ましく、ガラスや低複屈折性ポリマー等が用いられる
。
【００２２】
転写用接着層１７としては、十分な転写性を有していれば特に制限はなく、粘着剤による
粘着層、感光性樹脂層、感圧性樹脂層、感熱性樹脂層などが挙げられるが、耐熱性が必要
な場合は感光性もしくは感熱性樹脂層が望ましい。また、図１（ｂ）の例は、（ａ）の仮
支持体１３と配向層１６の間に力学特性制御層１８が形成された転写材料である。良好な
転写性を持たせるために、光学異方性形成材料層１５と配向層１６の間の剥離性が高いこ
とが望ましく、転写工程における気泡混入防止や液晶表示装置用基板上の凹凸吸収のため
に力学特性制御層１８を有することが好ましい。力学特性制御層としては、柔軟な弾性を
示すもの、熱により軟化するもの、熱により流動性を呈するものなどが好ましい。転写後
剥離される仮支持体１３のほか、図１（ａ）では配向層１６が、図１（ｂ）では配向層１
６および力学特性制御層１８が、液晶表示装置用基板においては通常不要であり、熱や光
による劣化等によって光学特性に影響を及ぼす場合には除去する必要がある。一般的には
液処理による処理が好ましく、弱アルカリ液による処理がより好ましい。また、仮支持体
剥離時に仮支持体に配向層１６等の不要層を密着させることも、液処理による工程が削減
されるため好ましい。
【００２３】
［レターデーションをパターン状に有する光学異方性層を有する液晶表示装置用基板］
　本発明の製造方法により液晶表示装置用基板は、２つ以上の異なるレターデーションを
パターン状に有するパターニング光学異方性層が少なくとも一層形成されている。図２に
パターニング光学異方性層を有する液晶表示装置用基板の製造工程の一例の概略断面図を
示す。図２（ａ）に示すように、パターン形成前の液晶表示装置用基板１２に対し、異な
る３種の露光条件Ａ、露光条件Ｂ、露光条件Ｃで露光した後に熱処理を行う。すると、図
２（ｂ）に示すようなそれぞれの露光条件に対応する１５Ａ、１５Ｂ、１５Ｃの領域を有
するパターニング光学異方性基板１９が形成され、それぞれのレターデーションＲｅＡ、
ＲｅＢ、ＲｅＣとして実質的に異なる値を得ることができる。露光条件は、後述のように
露光量を変化させることなどによって、異なる条件を設定すればよく、３回以上のパター
ン露光を行う場合は複数の露光条件のうちの１つが露光を行わない（未露光）ことであっ
てもよい。なお、パターン露光とは、一部の領域の露光であり、例えば「光学異方性層形
成用材料層にパターン露光を行う」というとき、光学異方性層形成用材料層の一部の領域
に露光を行うことを意味する。該領域は層の法線方向と平行な面により分割される領域で
あればよく、個々の領域は連続的形状であっても非連続的形状であってもよい。
【００２４】
パターン露光方法としては、必要とする解像度があれば、市販のレーザ描画装置などによ
る直接露光でもよいし、フォトマスクを介した露光でもよい。このように得られるパター
ニング光学異方性層は液晶表示装置のセルの光学補償に寄与し、即ち、コントラスト視野
角を拡大し、液晶表示装置の画像着色を解消するのに寄与する。なお、本発明の製造方法
は、液晶表示装置の構成部材である液晶表示装置用基板を製造することに適しているが、
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本製造方法は液晶表示装置用基板の製造以外の、光学異方性層を有する物品の製造にも応
用することができる。
【００２５】
［カラーフィルタ層を有する液晶表示装置用基板］
上記の露光条件の最適化を行うことにより、必要なレターデーションをパターン状に有す
る光学異方性層が作製できる。このような光学異方性層を有する液晶表示装置用基板によ
り、液晶セル内の各色のカラーフィルタに対して異なる光学補償を達成することができる
。図３（ａ）、（ｂ）、（ｃ）に本発明の製造方法により得られる液晶表示装置用基板の
一例の概略断面図を示す。まず図３（ａ）の例について説明すると、液晶表示装置用基板
１９は基板１４上に、ブラックマトリクス２２、カラーフィルタ層２１、転写用接着層１
７、パターニング光学異方性層１５がこの順で形成されている。カラーフィルタ層２１は
少なくとも赤色の２１Ｒ、緑色の２１Ｇ、青色の２１Ｂのパターンを有していればよい。
また、さらに白色（Ｗ）のパターンを有するカラーフィルタ層を用いてもよい。パターニ
ング光学異方性層１５は各２１Ｒ、２１Ｇ、２１Ｂに対して、それぞれ最適なレターデー
ションを有する１５ｒ、１５ｇ、１５ｂのパターンを有している。カラーフィルタ層に２
１Ｗに該当するパターンが存在する場合は、パターニング光学異方性層において２１Ｗに
対して最適なレターデーションを有する１５ｗのパターンが、２１Ｗに対応する位置に存
在していればよい。光学異方性層をカラーフィルタ層の色ごとにパターニングすることに
より、最適な光学補償が可能となるため、パターン状のレターデーションを有さない光学
異方性層を用いる場合に比べて、視野角を改善することができる。図３（ｂ）はカラーフ
ィルタ層とパターニング光学異方性層の作製順序を逆にして形成した液晶表示装置用基板
である。図３（ｃ）は図１（ｄ）に示すパターン形成前の液晶表示装置用基板１２を用い
て同様に作製される液晶表示装置用基板の例である。
【００２６】
　本発明の製造方法により得られた液晶表示装置用基板は、液晶セルを形成する２枚の液
晶表示装置用基板のどちらに用いられていてもよいが、ＴＦＴアレイ工程はシリコン形成
に通常３００℃以上の高温プロセスを要することから、ＴＦＴ層を有する側の液晶表示装
置用基板に対向する側の液晶表示装置用基板として用いるほうが好ましい。ＴＦＴ層を有
する側の液晶表示装置用基板として用いる場合は、形成後のＴＦＴのシリコン層を有する
基板を本発明の製造方法における基板として用いることにより、シリコン層よりも上に光
学異方性層を設けることが好ましい。
　本発明の製造方法により得られた液晶表示装置用基板によって液晶セル内に光学異方性
層を設けることができるため、温湿度で寸度変化しやすい光学異方性フィルムを貼り合わ
せるのに比べ、ガラス基板に強固に保持されることよってコーナームラが発生しにくい。
【００２７】
［液晶表示装置］
　図４（ａ）、（ｂ）、及び（ｃ）は本発明の液晶表示装置用基板を含む液晶表示装置の
一例の概略断面図である。図４（ａ）、（ｂ）、及び（ｃ）の例は、それぞれ図３（ａ）
、（ｂ）、及び（ｃ）に示す液晶表示装置用基板を表示側に用いた液晶表示装置であって
、カラーフィルタおよびパターニング光学異方性層を有する液晶表示装置用基板１９と、
その対向基板であるＴＦＴ３４を有する液晶表示装置用基板の両基板間に、透明電極層３
１、配向層３２を形成した後、液晶層３３を挟んだ液晶セル３５を有する液晶表示装置で
ある。液晶セル３５の両側には、セルロースアセテートフィルム等の保護フィルム３７に
挟まれた偏光層３６によって形成される偏光板３８が、粘着剤を介して液晶セル３５に貼
り合わされている。上下の透明電極層３１の間に印加する電圧を変化させることにより、
液晶層の配向状態を変化させて、液晶表示装置をスイッチングする。配向層３２は液晶層
３３における液晶分子の配向を調節するためにラビング処理されるのが一般的である。偏
光層を挟む２枚の保護フィルム３７のうち、液晶セル側の保護フィルムとして光学補償シ
ートを用いてもよい。さらに、液晶層３３のセルギャップをＲＧＢごとに変化させるマル
チギャップにすることによって、自由度の高い液晶セル設計が可能となる。この方式は、
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特にＶＡモードもしくはＩＰＳモードにおいて優れた視野角特性を達成することができ好
ましい。
【００２８】
以下、本発明の製造方法について、材料、手順等を、詳細に説明する。ただし、本発明は
この態様に限定されるものではなく、他の態様についても、以下の記載および従来公知の
方法を参考にして実施可能であって、本発明は以下に説明する態様に限定されるものでは
ない。
【００２９】
［基板］
　本発明の液晶表示装置用基板の製造に用いられる基板は、透明であれば特に限定はなく
、表面に酸化ケイ素皮膜を有するソーダガラス板、低膨張ガラス、ノンアルカリガラス、
石英ガラス板等の公知のガラス板でも、ポリマーからなる透明基板でもよい。液晶表示装
置用の場合、液晶表示装置用基板作製工程においてカラーフィルタや配向膜のベークのた
めに１８０℃以上の高温プロセスを要するため、耐熱性を有することが好ましい。そのよ
うな耐熱性基板としては、ガラス板もしくはポリイミド、ポリエーテルスルホン、耐熱性
ポリカーボネート、ポリエチレンナフタレートが好ましく、特に価格、透明性、耐熱性の
観点からガラス板が好ましい。また、基板は、予めカップリング処理を施しておくことに
より、転写接着層との密着を良好にすることができる。該カップリング処理としては、特
開２０００－３９０３３号公報記載の方法が好適に用いられる。尚、特に限定されるわけ
ではないが、基板の膜厚としては、１００～１２００μｍが一般的に好ましく、３００～
１０００μｍが特に好ましい。
　また、本発明の液晶表示装置用基板の製造に用いられる基板としては、上記のガラス基
板上にカラーフィルタ層等の他の層を有する基板を用いてもよい。
【００３０】
[カラーフィルタ層]
　カラーフィルタ層は特に限定されず、市販のカラーフィルタを用いてもよく、従来公知
の任意の方法で作製されたカラーフィルタを用いてもよい。また、後述の感光性樹脂層形
成用組成物に下記の着色剤を添加して得られる着色感光性樹脂層形成用組成物を用いて、
特開平１１－２４８９２１号公報、特許３２５５１０７号公報に記載の方法で作製しても
よい。
【００３１】
（４）着色剤
　前記着色樹脂組成物には、公知の着色剤（染料、顔料）を添加することができる。該公
知の着色剤のうち顔料を用いる場合には、着色樹脂組成物中に均一に分散されていること
が望ましく、そのため粒子サイズが０．１μｍ以下、特には０．０８μｍ以下であること
が好ましい。
　上記公知の染料ないし顔料としては、特開２００４－３０２０１５号公報の段落番号［
００３３］、米国特許第６，７９０，５６８号明細書カラム１４に記載の顔料等が挙げら
れる。
【００３２】
　本発明における着色剤としては、上記の着色剤の中でも、（ｉ)Ｒ（レッド）の着色樹
脂組成物においてはＣ．Ｉ．ピグメント・レッド２５４が、（ii)Ｇ（グリーン）の着色
樹脂組成物においてはＣ．Ｉ．ピグメント・グリーン３６が、（iii)Ｂ（ブルー）の着色
樹脂組成物においてはＣ．Ｉ．ピグメント・ブルー１５：６が好適なものとして挙げられ
る。さらに上記顔料は組み合わせて用いてもよい。
【００３３】
　本発明において、併用するのが好ましい上記記載の顔料の組み合わせは、Ｃ．Ｉ．ピグ
メント・レッド２５４では、Ｃ．Ｉ．ピグメント・レッド１７７、Ｃ．Ｉ．ピグメント・
レッド２２４、Ｃ．Ｉ．ピグメント・イエロー１３９、または、Ｃ．Ｉ．ピグメント・バ
イオレット２３との組み合わせが挙げられ、Ｃ．Ｉ．ピグメント・グリーン３６では、Ｃ
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．Ｉ．ピグメント・イエロー１５０、Ｃ．Ｉ．ピグメント・イエロー１３９、Ｃ．Ｉ．ピ
グメント・イエロー１８５、Ｃ．Ｉ．ピグメント・イエロー１３８、または、Ｃ．Ｉ．ピ
グメント・イエロー１８０との組み合わせが挙げられ、Ｃ．Ｉ．ピグメント・ブルー１５
：６では、Ｃ．Ｉ．ピグメント・バイオレット２３、または、Ｃ．Ｉ．ピグメント・ブル
ー６０との組み合わせが挙げられる。
【００３４】
　このように併用する場合の顔料中のＣ．Ｉ．ピグメント・レッド２５４、Ｃ．Ｉ．ピグ
メント・グリーン３６、Ｃ．Ｉ．ピグメント・ブルー１５：６の含有量は、Ｃ．Ｉ．ピグ
メント・レッド２５４は、８０質量％以上が好ましく、特に９０質量％以上が好ましい。
Ｃ．Ｉ．ピグメント・グリーン３６は５０質量％以上が好ましく、特に６０質量％以上が
好ましい。Ｃ．Ｉ．ピグメント・ブルー１５：６は、８０質量％以上が好ましく、特に９
０質量％以上が好ましい。
【００３５】
　上記顔料は分散液として使用することが望ましい。この分散液は、前記顔料と顔料分散
剤とを予め混合して得られる組成物を、後述する有機溶媒（またはビヒクル）に添加して
分散させることによって調製することができる。前記ビビクルとは、塗料が液体状態にあ
る時に顔料を分散させている媒質の部分をいい、液状であって前記顔料と結合して塗膜を
固める部分（バインダ）と、これを溶解希釈する成分（有機溶媒）とを含む。前記顔料を
分散させる際に使用する分散機としては、特に制限はなく、例えば、朝倉邦造著、「顔料
の事典」、第一版、朝倉書店、２０００年、４３８項に記載されているニーダー、ロール
ミル、アトライダー、スーパーミル、ディゾルバ、ホモミキサー、サンドミル等の公知の
分散機が挙げられる。さらに該文献３１０項記載の機械的摩砕により、摩擦力を利用し微
粉砕してもよい。
【００３６】
　本発明で用いる着色剤（顔料）は、数平均粒子サイズ０．００１～０．１μｍのものが
好ましく、さらに０．０１～０．０８μｍのものが好ましい。顔料数平均粒子サイズが０
．００１μｍ未満であると、粒子表面エネルギーが大きくなり凝集し易くなり、顔料分散
が難しくなると共に、分散状態を安定に保つのも難しくなり好ましくない。また、顔料数
平均粒子サイズが０．１μｍを超えると、顔料による偏光の解消が生じ、コントラストが
低下し、好ましくない。なお、本明細書において、「粒子サイズ」とは粒子の電子顕微鏡
写真画像を同面積の円とした時の直径を意味し、また「数平均粒子サイズ」とは多数の粒
子について上記の粒子サイズを求めた１００個平均値を意味する。
【００３７】
　カラーフィルタの製造においては、特開平１１－２４８９２１号公報、特許３２５５１
０７号公報に記載のように、カラーフィルタを形成する着色樹脂組成物を重ねることで土
台を形成し、その上に透明電極を形成し、更に必要に応じて分割配向用の突起を重ねるこ
とでスペーサを形成することが、コストダウンの観点で好ましい。
【００３８】
［仮支持体］
　光学異方性層形成用材料層が転写材料から基板に転写することにより形成される場合に
用いられる転写材料に用いられる仮支持体は、透明でも不透明でもよく特に限定はない。
仮支持体を構成するポリマーの例には、セルロースエステル（例、セルロースアセテート
、セルロースプロピオネート、セルロースブチレート）、ポリオレフィン（例、ノルボル
ネン系ポリマー）、ポリ（メタ）アクリル酸エステル（例、ポリメチルメタクリレート）
、ポリカーボネート、ポリエステルおよびポリスルホン、ノルボルネン系ポリマーが含ま
れる。製造工程において光学特性を検査する目的には、透明支持体は透明で低複屈折の材
料が好ましく、低複屈折性の観点からはセルロースエステルおよびノルボルネン系が好ま
しい。市販のノルボルネン系ポリマーとしては、アートン（ＪＳＲ（株）製）、ゼオネッ
クス、ゼオノア（以上、日本ゼオン（株）製）などを用いることができる。また安価なポ
リカーボネートやポリエチレンテレフタレート等も好ましく用いられる。
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【００３９】
［光学異方性層］
　光学異方性層は、位相差を測定したときにＲｅが実質的に０でない入射方向が一つでも
ある、即ち等方性でない光学特性を有していれば特に限定はない。本発明の製造方法によ
っては、光学異方性層形成用材料層が所定の工程を経ることによって特に、Ｒｅが異なる
領域を２つ以上有する光学異方性層が形成される。
【００４０】
　光学異方性層は、上記の様に、液晶セル中に組み込まれることによって、液晶表示装置
の視野角を補償する光学異方性層として機能する。光学異方性層単独で充分な光学補償能
を有する態様はもちろん、他の層（例えば、液晶セル外に配置される光学異方性層等）と
の組み合わせで光学補償に必要とされる光学特性を満足する態様も本発明の範囲に含まれ
る。また、パターン露光前の光学異方性層が、光学補償能に充分な光学特性を満足してい
る必要はなく、例えば、露光工程を通じて、光学特性が発現又は変化して、最終的に光学
補償に必要な光学特性を示すものであればよい。
【００４１】
［パターン露光前の光学異方性層］
　本発明の製造方法における露光の前の光学異方性層は光学異方性を有していても有して
いなくてもよく、本明細書において、「光学異方性形成材料層」ということがある。光学
異方性形成材料層はＲｅが４０～５５０ｎｍであることが好ましい。
【００４２】
［光学異方性層形成用材料］
　光学異方性層形成用材料は、塗布又は延伸などにより、フィルム状の層を形成すること
が可能であり、条件の異なる露光によって異なるＲｅを与えることができる材料であれば
、特に限定されない。
　光学異方性層形成用材料の１例としては、高分子を含む材料が挙げられる。高分子はア
クリル基、メタクリル基、ビニルエーテル基、オキセタン基、及びエポキシ基からなる群
から選択される少なくとも1つの重合性基を有することが好ましい。例えば、光学異方性
層形成用材料層は少なくとも１つの反応性基を有する化合物を含む延伸フィルムであって
もよい。延伸フィルムは、直接もしくは他の層を介して、粘着剤により基板と貼り合わさ
れて用いればよい。
　さらに、光学異方性層形成用材料の好ましい１例としては、液晶性化合物を含む材料が
挙げられる。特に光学異方性層形成用材料層が、液晶性化合物を含む溶液が塗布され、液
晶相形成温度で熟成・配向されたあと、その状態のまま熱または電離放射線照射して固化
することによって得られた層であることが好ましい。この態様につき、以下に詳しく説明
する。
【００４３】
［液晶性化合物］
　一般的に、液晶性化合物はその形状から、棒状タイプと円盤状タイプに分類できる。さ
らにそれぞれ低分子と高分子タイプがある。高分子とは一般に重合度が１００以上のもの
を指す（高分子物理・相転移ダイナミクス，土井　正男　著，２頁，岩波書店，１９９２
）。本発明では、いずれの液晶性化合物を用いることもできるが、棒状液晶性化合物また
は円盤状液晶性化合物を用いるのが好ましい。２種以上の棒状液晶性化合物、２種以上の
円盤状液晶性化合物、又は棒状液晶性化合物と円盤状液晶性化合物との混合物を用いても
よい。温度変化や湿度変化を小さくできることから、反応性基を有する棒状液晶性化合物
または円盤状液晶性化合物を用いて形成することがより好ましく、少なくとも１つは１液
晶分子中の反応性基が２以上あることがさらに好ましい。液晶性化合物は二種類以上の混
合物でもよく、その場合少なくとも１つが２以上の反応性基を有していることが好ましい
。前記光学異方性層の厚さは、０．１～２０μｍであることが好ましく、０．５～１０μ
ｍであることがさらに好ましい。
【００４４】
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　棒状液晶性化合物としては、アゾメチン類、アゾキシ類、シアノビフェニル類、シアノ
フェニルエステル類、安息香酸エステル類、シクロヘキサンカルボン酸フェニルエステル
類、シアノフェニルシクロヘキサン類、シアノ置換フェニルピリミジン類、アルコキシ置
換フェニルピリミジン類、フェニルジオキサン類、トラン類およびアルケニルシクロヘキ
シルベンゾニトリル類が好ましく用いられる。以上のような低分子液晶性化合物だけでは
なく、高分子液晶性化合物も用いることができる。上記高分子液晶性化合物は、低分子の
反応性基を有する棒状液晶性化合物が重合した高分子化合物である。特に好ましく用いら
れる上記低分子の反応性基を有する棒状液晶性化合物としては、下記一般式（Ｉ）で表さ
れる棒状液晶性化合物である。
【００４５】
　一般式（Ｉ）：Ｑ1－Ｌ1－Ａ1－Ｌ3－Ｍ－Ｌ4－Ａ2－Ｌ2－Ｑ2

式中、Ｑ1およびＱ2はそれぞれ独立に、反応性基であり、Ｌ1、Ｌ2、Ｌ3およびＬ4はそれ
ぞれ独立に、単結合または二価の連結基を表す。Ａ1およびＡ2はそれぞれ独立に、炭素原
子数２～２０のスペーサ基を表す。Ｍはメソゲン基を表す。
【００４６】
　以下に、上記一般式（Ｉ）で表される反応性基を有する棒状液晶性化合物についてさら
に詳細に説明する。式中、Ｑ1およびＱ2は、それぞれ独立に、反応性基を示す。反応性基
の重合反応は、付加重合（開環重合を含む）または縮合重合であることが好ましい。換言
すれば、反応性基は付加重合反応または縮合重合反応が可能な反応性基であることが好ま
しい。また、液晶性化合物は、アクリル基又はメタクリル基などのラジカル重合反応性基
を少なくとも１つ、及びビニルエーテル基、オキセタン基、又はエポキシ基などのカチオ
ン重合反応性基を少なくとも１つ有していることが好ましい。以下に反応性基の例を示す
。
【００４７】
【化１】

【００４８】
　Ｌ1、Ｌ2、Ｌ3およびＬ4で表される二価の連結基としては、－Ｏ－、－Ｓ－、－ＣＯ－
、－ＮＲ2－、－ＣＯ－Ｏ－、－Ｏ－ＣＯ－Ｏ－、－ＣＯ－ＮＲ2－、－ＮＲ2－ＣＯ－、
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－からなる群より選ばれる二価の連結基であることが好ましい。上記Ｒ2は炭素原子数が
１～７のアルキル基または水素原子である。前記式（Ｉ）中、Ｑ1－Ｌ1およびＱ2－Ｌ2－
は、ＣＨ2＝ＣＨ－ＣＯ－Ｏ－、ＣＨ2＝Ｃ（ＣＨ3）－ＣＯ－Ｏ－およびＣＨ2＝Ｃ（Ｃｌ
）－ＣＯ－Ｏ－ＣＯ－Ｏ－が好ましく、ＣＨ2＝ＣＨ－ＣＯ－Ｏ－が最も好ましい。
【００４９】
　Ａ1およびＡ2は、炭素原子数２～２０を有するスペーサ基を表す。炭素原子数２～１２
のアルキレン基、アルケニレン基、およびアルキニレン基が好ましく、特にアルキレン基
が好ましい。スペーサ基は鎖状であることが好ましく、隣接していない酸素原子または硫
黄原子を含んでいてもよい。また、前記スペーサ基は、置換基を有していてもよく、ハロ
ゲン原子（フッ素、塩素、臭素）、シアノ基、メチル基、エチル基が置換していてもよい
。
【００５０】
　Ｍで表されるメソゲン基としては、すべての公知のメソゲン基が挙げられる。特に下記
一般式（II）で表される基が好ましい。
　一般式（II）：－（－Ｗ1－Ｌ5）n－Ｗ2－
式中、Ｗ1およびＷ2は各々独立して、二価の環状アルキレン基もしくは環状アルケニレン
基、二価のアリール基または二価のヘテロ環基を表し、Ｌ5は単結合または連結基を表し
、連結基の具体例としては、前記式（Ｉ）中、Ｌ1～Ｌ4で表される基の具体例、－ＣＨ2

－Ｏ－、および－Ｏ－ＣＨ2－が挙げられる。ｎは１、２または３を表す。
【００５１】
　Ｗ1およびＷ2としては、１，４－シクロヘキサンジイル、１，４－フェニレン、ピリミ
ジン－２，５－ジイル、ピリジン－２，５ジイル、１，３，４－チアジアゾール－２，５
－ジイル、１，３，４－オキサジアゾール－２，５－ジイル、ナフタレン－２，６－ジイ
ル、ナフタレン－１，５－ジイル、チオフェン－２，５－ジイル、ピリダジン－３，６－
ジイルが挙げられる。１，４－シクロヘキサンジイルの場合、トランス体およびシス体の
構造異性体があるが、どちらの異性体であってもよく、任意の割合の混合物でもよい。ト
ランス体であることがより好ましい。Ｗ1およびＷ2は、それぞれ置換基を有していてもよ
い。置換基としては、ハロゲン原子（フッ素、塩素、臭素、ヨウ素）、シアノ基、炭素原
子数１～１０のアルキル基（メチル基、エチル基、プロピル基など）、炭素原子数１～１
０のアルコキシ基（メトキシ基、エトキシ基など）、炭素原子数１～１０のアシル基（ホ
ルミル基、アセチル基など）、炭素原子数１～１０のアルコキシカルボニル基（メトキシ
カルボニル基、エトキシカルボニル基など）、炭素原子数１～１０のアシルオキシ基（ア
セチルオキシ基、プロピオニルオキシ基など）、ニトロ基、トリフルオロメチル基、ジフ
ルオロメチル基などが挙げられる。
【００５２】
　前記一般式（II）で表されるメソゲン基の基本骨格で好ましいものを、以下に例示する
。これらに上記置換基が置換していてもよい。
【００５３】
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【化２】

【００５４】
　以下に、前記一般式（Ｉ）で表される化合物の例を示すが、これらに限定されるもので
はない。なお、一般式（Ｉ）で表される化合物は、特表平１１－５１３０１９号公報に記
載の方法で合成することができる。
【００５５】
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【００５６】
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【００５７】
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【００５８】
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【００５９】
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【００６０】



(19) JP 5111150 B2 2012.12.26

10

20

30

40

50

【化８】

【００６１】
　液晶性化合物はディスコティック化合物であってもよい。ディスコティック（円盤状）
化合物の例としては、Ｃ．Ｄｅｓｔｒａｄｅらの研究報告、Ｍｏｌ．Ｃｒｙｓｔ．７１巻
、１１１頁（１９８１年）に記載されているベンゼン誘導体、Ｃ．Ｄｅｓｔｒａｄｅらの
研究報告、Ｍｏｌ．Ｃｒｙｓｔ．１２２巻、１４１頁（１９８５年）、Ｐｈｙｓｉｃｓｌ
ｅｔｔ，Ａ，７８巻、８２頁（１９９０）に記載されているトルキセン誘導体、Ｂ．Ｋｏ
ｈｎｅらの研究報告、Ａｎｇｅｗ．Ｃｈｅｍ．９６巻、７０頁（１９８４年）に記載され
たシクロヘキサン誘導体およびＪ．Ｍ．Ｌｅｈｎらの研究報告、Ｊ．Ｃｈｅｍ．Ｃｏｍｍ
ｕｎ．，１７９４頁（１９８５年）、Ｊ．Ｚｈａｎｇらの研究報告、Ｊ．Ａｍ．Ｃｈｅｍ
．Ｓｏｃ．１１６巻、２６５５頁（１９９４年）に記載されているアザクラウン系やフェ
ニルアセチレン系マクロサイクルなどを挙げることができる。上記ディスコティック（円
盤状）化合物は、一般的にこれらを分子中心の円盤状の母核とし、直鎖のアルキル基やア
ルコキシ基、置換ベンゾイルオキシ基等の基（Ｌ）が放射線状に置換された構造であり、
液晶性を示し、一般的にディスコティック液晶とよばれるものが含まれる。ただし、この
ような分子の集合体が一様に配向した場合は負の一軸性を示すが、この記載に限定される
ものではない。また、本発明において、円盤状化合物から形成したとは、最終的にできた
物が前記化合物である必要はなく、例えば、前記低分子ディスコティック液晶が熱、光等
で反応する基を有しており、結果的に熱、光等で反応により重合または架橋し、高分子量
化し液晶性を失ったものも含まれる。
【００６２】
　本発明では、下記一般式（III）で表わされるディスコティック液晶性化合物を用いる
ことが好ましい。
　一般式（III）：　Ｄ（－Ｌ－Ｐ）n

　式中、Ｄは円盤状コアであり、Ｌは二価の連結基であり、Ｐは重合性基であり、ｎは４
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【００６３】
　前記式（III）中、円盤状コア（Ｄ）、二価の連結基（Ｌ）および重合性基（Ｐ）の好
ましい具体例は、それぞれ、特開２００１－４８３７号公報に記載の（Ｄ１）～（Ｄ１５
）、（Ｌ１）～（Ｌ２５）、（Ｐ１）～（Ｐ１８）が挙げられ、同公報に記載される円盤
状コア（Ｄ）、二価の連結基（Ｌ）および重合性基（Ｐ）に関する内容をここに好ましく
適用することができる。
【００６４】
　上記ディスコティック化合物の好ましい例を下記に示す。
【００６５】
【化９】

【００６６】

【化１０】

【００６７】
【化１１】

【００６８】
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【化１２】

【００６９】
【化１３】

【００７０】
【化１４】

【００７１】
【化１５】

【００７２】
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【化１６】

【００７３】
【化１７】

【００７４】
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【化１８】

【００７５】
【化１９】

【００７６】
　光学異方性層形成用材料層を、液晶性化合物を含有する組成物から形成する場合、液晶
性化合物を含有する組成物（例えば塗布液）を、後述する配向層の表面に塗布し、所望の
液晶相を示す配向状態とした後、該配向状態を熱又は電離放射線の照射により固定するこ
とで作製することが好ましい。
【００７７】
　液晶性化合物として、反応性基を有する円盤状液晶性化合物を用いる場合、水平配向、
垂直配向、傾斜配向、およびねじれ配向のいずれの配向状態で固定されていてもよい。水
平配向とは円盤状液晶性化合物のコアの円盤面と支持体の水平面が平行であることをいう
が、厳密に平行であることを要求するものではなく、本明細書では、水平面とのなす傾斜
角が１０度未満の配向を意味するものとする。
【００７８】
　光学異方性層は2層以上の層からなっていてもよく、液晶性化合物からなる層を２層以
上積層する場合、液晶性化合物の組み合わせについては特に限定されず、全て円盤状液晶
性化合物からなる層の積層体、全て棒状性液晶性化合物からなる層の積層体、円盤状液晶
性化合物からなる層と棒状性液晶性化合物からなる層の積層体であってもよい。また、各
層の配向状態の組み合わせも特に限定されず、同じ配向状態の光学異方性層を積層しても
よいし、異なる配向状態の層を積層してもよい。
【００７９】
　液晶性化合物を含有する組成物は、液晶性化合物および下記の重合開始剤や他の添加剤
を含む塗布液として、後述する所定の配向層の上に塗布されることが好ましい。塗布液の
調製に使用する溶媒としては、有機溶媒が好ましく用いられる。有機溶媒の例には、アミ
ド（例、Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド）、スルホキシド（例、ジメチルスルホキシド）
、ヘテロ環化合物（例、ピリジン）、炭化水素（例、ベンゼン、ヘキサン）、アルキルハ
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ライド（例、クロロホルム、ジクロロメタン）、エステル（例、酢酸メチル、酢酸ブチル
）、ケトン（例、アセトン、メチルエチルケトン）、エーテル（例、テトラヒドロフラン
、１，２－ジメトキシエタン）が含まれる。アルキルハライドおよびケトンが好ましい。
二種類以上の有機溶媒を併用してもよい。
【００８０】
［液晶性化合物の配向状態の固定化］
　配向させた液晶性化合物は、配向状態を維持して固定することが好ましい。固定化は、
液晶性化合物に導入した反応性基の重合反応により実施することが好ましい。重合反応に
は、熱重合開始剤を用いる熱重合反応と光重合開始剤を用いる光重合反応とが含まれるが
、光重合反応がより好ましい。光重合反応としては、ラジカル重合、カチオン重合のいず
れでも構わない。ラジカル光重合開始剤の例には、α－カルボニル化合物（米国特許２３
６７６６１号、同２３６７６７０号の各明細書記載）、アシロインエーテル（米国特許２
４４８８２８号明細書記載）、α－炭化水素置換芳香族アシロイン化合物（米国特許２７
２２５１２号明細書記載）、多核キノン化合物（米国特許３０４６１２７号、同２９５１
７５８号の各明細書記載）、トリアリールイミダゾールダイマーとｐ－アミノフェニルケ
トンとの組み合わせ（米国特許３５４９３６７号明細書記載）、アクリジンおよびフェナ
ジン化合物（特開昭６０－１０５６６７号公報、米国特許４２３９８５０号明細書記載）
およびオキサジアゾール化合物（米国特許４２１２９７０号明細書記載）が含まれる。カ
チオン光重合開始剤の例には、有機スルフォニウム塩系、ヨードニウム塩系、フォスフォ
ニウム塩系等を例示する事ができる。これら化合物の対イオンとしては、アンチモネート
、フォスフェートなどが好ましく用いられる。
【００８１】
　光重合開始剤の使用量は、塗布液の固形分の０．０１～２０質量％であることが好まし
く、０．５～５質量％であることがさらに好ましい。液晶性化合物の重合のための光照射
は、紫外線を用いることが好ましい。照射エネルギーは、１０ｍＪ／ｃｍ2～１０Ｊ／ｃ
ｍ2であることが好ましく、２５～８００ｍＪ／ｃｍ2であることがさらに好ましい。照度
は１０～１０００ｍＷ／ｃｍ2であることが好ましく、２０～５００ｍＷ／ｃｍ2であるこ
とがより好ましく、４０～３５０ｍＷ／ｃｍ2であることがさらに好ましい。照射波長と
しては２５０～４５０ｎｍにピークを有することが好ましく、３００～４１０ｎｍにピー
クを有することがさらに好ましい。光重合反応を促進するため、窒素雰囲気下あるいは加
熱条件下で光照射を実施してもよい。
【００８２】
［偏光照射による光配向］
　前記光学異方性層は、偏光照射による光配向で面内のレターデーションが発現した層で
あってもよい。この偏光照射は、上記配向固定化における光重合プロセスと同時に行って
もよいし、先に偏光照射を行ってから非偏光照射でさらに固定化を行ってもよいし、非偏
光照射で先に固定化してから偏光照射によって光配向を行ってもよい。大きな面内レター
デーションを得るためには、偏光照射は液晶化合物層塗布、配向後に最初に行うことが好
ましい。偏光照射は、酸素濃度０．５％以下の不活性ガス雰囲気下で行うのが好ましい。
照射エネルギーは、２０ｍＪ／ｃｍ2～１０Ｊ／ｃｍ2であることが好ましく、１００～８
００ｍＪ／ｃｍ2であることがさらに好ましい。照度は２０～１０００ｍＷ／ｃｍ2である
ことが好ましく、５０～５００ｍＷ／ｃｍ2であることがより好ましく、１００～３５０
ｍＷ／ｃｍ2であることがさらに好ましい。偏光照射によって硬化する液晶性化合物の種
類については特に制限はないが、反応性基としてエチレン不飽和基を有する液晶性化合物
が好ましい。照射波長としては３００～４５０ｎｍにピークを有することが好ましく、３
５０～４００ｎｍにピークを有することがさらに好ましい。
偏光照射による光配向によって発生した面内のレターデーションを示す光学異方性層は、
特に、ＶＡモードの液晶表示装置の光学補償に適している。
【００８３】
［偏光照射後の紫外線照射による後硬化］
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　前記光学異方性層は、最初の偏光照射（光配向のための照射）の後に、偏光もしくは非
偏光紫外線をさらに照射することで反応性基の反応率を高め（後硬化）、密着性等を改良
すると共に、大きな搬送速度で生産できるようになる。後硬化は偏光でも非偏光でも構わ
ないが、偏光であることが好ましい。また、２回以上の後硬化をすることが好ましく、偏
光のみでも、非偏光のみでも、偏光と非偏光を組み合わせてもよいが、組み合わせる場合
は非偏光より先に偏光を照射することが好ましい。紫外線照射は、不活性ガス置換しても
しなくてもよいが、酸素濃度０．５％以下の不活性ガス雰囲気下で行うのが好ましい。照
射エネルギーは、２０ｍＪ／ｃｍ2～１０Ｊ／ｃｍ2であることが好ましく、１００～８０
０ｍＪ／ｃｍ2であることがさらに好ましい。照度は２０～１０００ｍＷ／ｃｍ2であるこ
とが好ましく、５０～５００ｍＷ／ｃｍ2であることがより好ましく、１００～３５０ｍ
Ｗ／ｃｍ2であることがさらに好ましい。照射波長としては偏光照射の場合は３００～４
５０ｎｍにピークを有することが好ましく、３５０～４００ｎｍにピークを有することが
さらに好ましい。非偏光照射の場合は２００～４５０ｎｍにピークを有することが好まし
く、２５０～４００ｎｍにピークを有することがさらに好ましい。
【００８４】
　液晶化合物を含む溶液などの光学異方性層形成用組成物中に、下記一般式（１）～（３
）で表される化合物および一般式（４）のモノマーを用いた含フッ素ホモポリマーまたは
コポリマーの少なくとも一種を含有させることで、液晶性化合物の分子を実質的に水平配
向させることができる。尚、本明細書において「水平配向」とは、棒状液晶の場合、分子
長軸と透明支持体の水平面が平行であることをいい、円盤状液晶の場合、円盤状液晶性化
合物のコアの円盤面と透明支持体の水平面が平行であることをいうが、厳密に平行である
ことを要求するものではなく、本明細書では、水平面とのなす傾斜角が１０度未満の配向
を意味するものとする。傾斜角は０～５度が好ましく、０～３度がより好ましく、０～２
度がさらに好ましく、０～１度が最も好ましい。
　以下、下記一般式（１）～（４）について、順に説明する。
【００８５】
【化２０】

【００８６】
　式中、Ｒ1、Ｒ2およびＲ3は各々独立して、水素原子又は置換基を表し、Ｘ1、Ｘ2およ
びＸ3は単結合又は二価の連結基を表す。Ｒ1～Ｒ3で各々表される置換基としては、好ま
しくは置換もしくは無置換の、アルキル基（中でも、無置換のアルキル基またはフッ素置
換アルキル基がより好ましい）、アリール基（中でもフッ素置換アルキル基を有するアリ
ール基が好ましい）、置換もしくは無置換のアミノ基、アルコキシ基、アルキルチオ基、
ハロゲン原子である。Ｘ1、Ｘ2およびＸ3で各々表される二価の連結基は、アルキレン基
、アルケニレン基、二価の芳香族基、二価のヘテロ環残基、－ＣＯ－、－ＮＲa－（Ｒaは
炭素原子数が１～５のアルキル基または水素原子）、－Ｏ－、－Ｓ－、－ＳＯ－、－ＳＯ

2－およびそれらの組み合わせからなる群より選ばれる二価の連結基であることが好まし
い。二価の連結基は、アルキレン基、フェニレン基、－ＣＯ－、－ＮＲa－、－Ｏ－、－
Ｓ－およびＳＯ2－からなる群より選ばれる二価の連結基又は該群より選ばれる基を少な
くとも二つ組み合わせた二価の連結基であることがより好ましい。アルキレン基の炭素原
子数は、１～１２であることが好ましい。アルケニレン基の炭素原子数は、２～１２であ
ることが好ましい。二価の芳香族基の炭素原子数は、６～１０であることが好ましい
【００８７】
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【化２１】

【００８８】
　式中、Ｒは置換基を表し、ｍは０～５の整数を表す。ｍが２以上の整数を表す場合、複
数個のＲは同一でも異なっていてもよい。Ｒとして好ましい置換基は、Ｒ1、Ｒ2、および
Ｒ3で表される置換基の好ましい範囲として挙げたものと同じである。ｍは、好ましくは
１～３の整数を表し、特に好ましくは２又は３である。
【００８９】
【化２２】

【００９０】
　式中、Ｒ4、Ｒ5、Ｒ6、Ｒ7、Ｒ8およびＲ9は各々独立して、水素原子又は置換基を表す
。Ｒ4、Ｒ5、Ｒ6、Ｒ7、Ｒ8およびＲ9でそれぞれ表される置換基は、好ましくは一般式（
１）におけるＲ1、Ｒ2およびＲ3で表される置換基の好ましいものとして挙げたものであ
る。本発明に用いられる水平配向剤については、特開２００５－９９２４８号公報の段落
番号［００９２］～［００９６］に記載の化合物を用いることができ、それら化合物の合
成法も該明細書に記載されている。
【００９１】
【化２３】

　
【００９２】
　式中、Ｒは水素原子またはメチル基を表し、Ｘは酸素原子、硫黄原子を表し、Ｚは水素
原子またはフッ素原子を表し、ｍは１以上６以下の整数、ｎは１以上１２以下の整数を表
す。一般式（４）を含む含フッ素ポリマー以外にも、塗布におけるムラ改良ポリマーとし
て特開２００５－２０６６３８号公報および特開２００６－９１２０５号公報に記載の化
合物を水平配向剤として用いることができ、それら化合物の合成法も該明細書に記載され
ている。
【００９３】
　水平配向剤の添加量としては、液晶性化合物の質量の０．０１～２０質量％が好ましく
、０．０１～１０質量％がより好ましく、０．０２～１質量％が特に好ましい。なお、前
記一般式（１）～（４）にて表される化合物は、単独で用いてもよいし、二種以上を併用
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してもよい。
【００９４】
［配向層］
　上記した様に、光学異方性層の形成には、配向層を利用してもよい。配向層は、一般に
基板もしくは透明仮支持体上又は該基板もしくは透明仮支持体に塗設された下塗層上に設
けられる。配向層は、その上に設けられる液晶性化合物の配向方向を規定するように機能
する。配向層は、光学異方性層に配向性を付与できるものであれば、どのような層でもよ
い。配向層の好ましい例としては、有機化合物（好ましくはポリマー）のラビング処理さ
れた層、無機化合物の斜方蒸着層、およびマイクログルーブを有する層、さらにω－トリ
コサン酸、ジオクタデシルメチルアンモニウムクロライドおよびステアリル酸メチル等の
ラングミュア・ブロジェット法（ＬＢ膜）により形成される累積膜、あるいは電場あるい
は磁場の付与により誘電体を配向させた層を挙げることができる。
【００９５】
　配向層用の有機化合物の例としては、ポリメチルメタクリレート、アクリル酸／メタク
リル酸共重合体、スチレン／マレインイミド共重合体、ポリビニルアルコール、ポリ（Ｎ
－メチロールアクリルアミド）、スチレン／ビニルトルエン共重合体、クロロスルホン化
ポリエチレン、ニトロセルロース、ポリ塩化ビニル、塩素化ポリオレフィン、ポリエステ
ル、ポリイミド、酢酸ビニル／塩化ビニル共重合体、エチレン／酢酸ビニル共重合体、カ
ルボキシメチルセルロース、ポリエチレン、ポリプロピレンおよびポリカーボネート等の
ポリマーおよびシランカップリング剤等の化合物を挙げることができる。好ましいポリマ
ーの例としては、ポリイミド、ポリスチレン、スチレン誘導体のポリマー、ゼラチン、ポ
リビニルアルコールおよびアルキル基（炭素原子数６以上が好ましい）を有するアルキル
変性ポリビニルアルコールを挙げることができる。
【００９６】
　配向層の形成には、ポリマーを使用することが好ましい。利用可能なポリマーの種類は
、液晶性化合物の配向（特に平均傾斜角）に応じて決定することができる。例えば、液晶
性化合物を水平に配向させるためには配向層の表面エネルギーを低下させないポリマー（
通常の配向用ポリマー）を用いる。具体的なポリマーの種類については液晶セルまたは光
学補償シートについて種々の文献に記載がある。例えば、ポリビニルアルコールもしくは
変性ポリビニルアルコール、ポリアクリル酸もしくはポリアクリル酸エステルとの共重合
体、ポリビニルピロリドン、セルロースもしくは変性セルロース等が好ましく用いられる
。配向層用素材には液晶性化合物の反応性基と反応できる官能基を有してもよい。反応性
基は、側鎖に反応性基を有する繰り返し単位を導入するか、あるいは、環状基の置換基と
して導入することができる。界面で液晶性化合物と化学結合を形成する配向層を用いるこ
とがより好ましく、かかる配向層としては特開平９－１５２５０９号公報に記載されてお
り、酸クロライドやカレンズＭＯＩ（昭和電工（株）製）を用いて側鎖にアクリル基を導
入した変性ポリビニルアルコールが特に好ましい。配向層の厚さは０．０１～５μｍであ
ることが好ましく、０．０５～２μｍであることがさらに好ましい。配向層は酸素遮断膜
としての機能を有していてもよい。
【００９７】
　また、ＬＣＤの配向層として広く用いられているポリイミド膜（好ましくはフッ素原子
含有ポリイミド）も有機配向層として好ましい。これはポリアミック酸（例えば、日立化
成工業（株）製のＬＱ／ＬＸシリーズ、日産化学（株）製のＳＥシリーズ等）を支持体面
に塗布し、１００～３００℃で０．５～１時間焼成した後、ラビングすることにより得ら
れる。
【００９８】
　また、前記ラビング処理は、ＬＣＤの液晶配向処理工程として広く採用されている処理
方法を利用することができる。即ち、配向層の表面を、紙やガーゼ、フェルト、ゴムある
いはナイロン、ポリエステル繊維などを用いて一定方向に擦ることにより配向を得る方法
を用いることができる。一般的には、長さおよび太さが均一な繊維を平均的に植毛した布
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などを用いて数回程度ラビングを行うことにより実施される。
【００９９】
　また、無機斜方蒸着膜の蒸着物質としては、ＳｉＯ2を代表とし、ＴｉＯ2、ＺｎＯ2等
の金属酸化物、あるいやＭｇＦ2等のフッ化物、さらにＡｕ、Ａｌ等の金属が挙げられる
。尚、金属酸化物は、高誘電率のものであれば斜方蒸着物質として用いることができ、上
記に限定されるものではない。無機斜方蒸着膜は、蒸着装置を用いて形成することができ
る。フィルム（支持体）を固定して蒸着するか、あるいは長尺フィルムを移動させて連続
的に蒸着することにより無機斜方蒸着膜を形成することができる。
【０１００】
［転写用接着層］
　本発明の方法を転写材料を用いて行う場合に用いられる、転写用接着層について説明す
る。転写用接着層としては、透明で着色がなく、十分な転写性を有していれば特に制限は
なく、粘着剤による粘着層、中でも感光性樹脂層、感圧性樹脂層、感熱性樹脂層などが挙
げられるが、液晶表示装置用基板に必要な耐ベーク性から感光性もしくは感熱性樹脂層が
望ましい。粘着剤としては、例えば、光学的透明性に優れ、適度な濡れ性、凝集性や接着
性の粘着特性を示すものが好ましい。具体的な例としては、アクリル系ポリマーやシリコ
ン系ポリマー、ポリエステル、ポリウレタン、ポリエーテル、合成ゴム等のポリマーを適
宜ベースポリマーとして調製された粘着剤等が挙げられる。粘着剤層の粘着特性の制御は
、例えば、粘着剤層を形成するベースポリマーの組成や分子量、架橋方式、架橋性官能基
の含有割合、架橋剤の配合割合等によって、その架橋度や分子量を調節するというような
、従来公知の方法によって適宜行うことができる。
【０１０１】
　感圧性樹脂層としては、圧力をかけることによって接着性を発現すれば特に限定はなく
、感圧性接着剤には、ゴム系，アクリル系，ビニルエーテル系，シリコーン系の各粘着剤
が使用できる。粘着剤の製造段階，塗工段階の形態では、溶剤型粘着剤，非水系エマルジ
ョン型粘着剤，水系エマルジョン型粘着剤，水溶性型粘着剤，ホットメルト型粘着剤，液
状硬化型粘着剤，ディレードタック型粘着剤等が使用できる。ゴム系粘着剤は、新高分子
文庫１３「粘着技術」（株）高分子刊行会Ｐ．４１（１９８７）に記述されている。ビニ
ルエーテル系粘着剤は、炭素数２～４のアルキルビニルエーテル重合物を主剤としたもの
，塩化ビニル／酢酸ビニル共重合体，酢酸ビニル重合体，ポリビニルブチラール等に可塑
剤を混合したものがある。シリコーン系粘着剤は、フィルム形成と膜の凝縮力を与えるた
めゴム状シロキサンを使い、粘着性や接着性を与えるために樹脂状シロキサンを使ったも
のが使用できる。
【０１０２】
　感熱性樹脂層としては、熱をかけることによって接着性を発現すれば特に限定はなく、
感熱性接着剤としては、熱溶融性化合物、熱可塑性樹脂などを挙げることができる。前記
熱溶融性化合物としては、例えば、ポリスチレン樹脂、アクリル樹脂、スチレン－アクリ
ル樹脂、ポリエステル樹脂、ポリウレタン樹脂等の熱可塑性樹脂の低分子量物、カルナバ
ワックス、モクロウ、キャンデリラワックス、ライスワックス、及び、オウリキュリーワ
ックス等の植物系ワックス類、蜜ロウ、昆虫ロウ、セラック、及び、鯨ワックスなどの動
物系ワックス類、パラフィンワックス、マイクロクリスタリンワックス、ポリエチレンワ
ックス、フィッシャー・トロプシュワックス、エステルワックス、及び、酸化ワックスな
どの石油系ワックス類、モンタンロウ、オゾケライト、及びセレシンワックスなどの鉱物
系ワックス類等の各種ワックス類を挙げることができる。さらに、ロジン、水添ロジン、
重合ロジン、ロジン変性グリセリン、ロジン変性マレイン酸樹脂、ロジン変性ポリエステ
ル樹脂、ロジン変性フェノール樹脂、及びエステルガム等のロジン誘導体、フェノール樹
脂、テルペン樹脂、ケトン樹脂、シクロペンタジエン樹脂、芳香族炭化水素樹脂、脂肪族
系炭化水素樹脂、及び脂環族系炭化水素樹脂などを挙げることができる。
【０１０３】
　なお、これらの熱溶融性化合物は、分子量が通常１０，０００以下、特に５，０００以
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下で融点もしくは軟化点が５０～１５０℃の範囲にあるものが好ましい。これらの熱溶融
性化合物は、１種単独で使用してもよく、２種以上を併用してもよい。また、前記熱可塑
性樹脂としては、例えば、エチレン系共重合体、ポリアミド樹脂、ポリエステル樹脂、ポ
リウレタン樹脂、ポリオレフィン系樹脂、アクリル系樹脂、及びセルロース系樹脂などを
挙げることができる。これらのなかでも、特に、エチレン系共重合体等が好適に使用され
る。
【０１０４】
　感光性樹脂層は、感光性樹脂組成物よりなり、ポジ型でもネガ型でもよく特に限定はな
く、市販のレジスト材料を用いることもできる。転写用接着層として用いられる感光性樹
脂層は、本発明の製造方法における露光工程で硬化するため、この露光により基板と光学
異方性層を接着させることが可能である。現像は液晶表示装置用基板形成工程における環
境上や防爆上の問題から、有機溶剤が５％以下の水系現像であることが好ましく、アルカ
リ現像であることが特に好ましい。また、感光性樹脂層は少なくとも（１）ポリマーと、
（２）モノマー又はオリゴマーと、（３）光重合開始剤又は光重合開始剤系とを含む樹脂
組成物から形成することが好ましい。
　以下、これら（１）～（３）の成分について説明する。
【０１０５】
（１）ポリマー
　　ポリマー（以下、単に「バインダ」ということがある。）としては、側鎖にカルボン
酸基やカルボン酸塩基などの極性基を有するポリマーからなるアルカリ可溶性樹脂が好ま
しい。その例としては、特開昭５９－４４６１５号公報、特公昭５４－３４３２７号公報
、特公昭５８－１２５７７号公報、特公昭５４－２５９５７号公報、特開昭５９－５３８
３６号公報および特開昭５９－７１０４８号公報に記載されているようなメタクリル酸共
重合体、アクリル酸共重合体、イタコン酸共重合体、クロトン酸共重合体、マレイン酸共
重合体、部分エステル化マレイン酸共重合体等を挙げることができる。また側鎖にカルボ
ン酸基を有するセルロース誘導体も挙げることができ、またこの他にも、水酸基を有する
ポリマーに環状酸無水物を付加したものも好ましく使用することができる。また、特に好
ましい例として、米国特許第４１３９３９１号明細書に記載のベンジル（メタ）アクリレ
ートと（メタ）アクリル酸との共重合体や、ベンジル（メタ）アクリレートと（メタ）ア
クリル酸と他のモノマーとの多元共重合体を挙げることができる。これらの極性基を有す
るバインダポリマーは、単独で用いてもよく、或いは通常の膜形成性のポリマーと併用す
る組成物の状態で使用してもよい。全固形分に対するポリマーの含有量は２０～５０質量
％が一般的であり、２５～４５質量％が好ましい。
【０１０６】
（２）モノマー又はオリゴマー
　前記感光性樹脂層に使用されるモノマー又はオリゴマーとしては、エチレン性不飽和二
重結合を２個以上有し、光の照射によって付加重合するモノマー又はオリゴマーであるこ
とが好ましい。そのようなモノマーおよびオリゴマーとしては、分子中に少なくとも１個
の付加重合可能なエチレン性不飽和基を有し、沸点が常圧で１００℃以上の化合物を挙げ
ることができる。その例としては、ポリエチレングリコールモノ（メタ）アクリレート、
ポリプロピレングリコールモノ（メタ）アクリレートおよびフェノキシエチル（メタ）ア
クリレートなどの単官能アクリレートや単官能メタクリレート；ポリエチレングリコール
ジ（メタ）アクリレート、ポリプロピレングリコールジ（メタ）アクリレート、トリメチ
ロールエタントリアクリレート、トリメチロールプロパントリ（メタ）アクリレート、ト
リメチロールプロパンジアクリレート、ネオペンチルグリコールジ（メタ）アクリレート
、ペンタエリスリトールテトラ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトールトリ（メタ
）アクリレート、ジペンタエリスリトールヘキサ（メタ）アクリレート、ジペンタエリス
リトールペンタ（メタ）アクリレート、ヘキサンジオールジ（メタ）アクリレート、トリ
メチロールプロパントリ（アクリロイルオキシプロピル）エーテル、トリ（アクリロイル
オキシエチル）イソシアヌレート、トリ（アクリロイルオキシエチル）シアヌレート、グ
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リセリントリ（メタ）アクリレート；トリメチロールプロパンやグリセリン等の多官能ア
ルコールにエチレンオキシド又はプロピレンオキシドを付加した後（メタ）アクリレート
化したもの等の多官能アクリレートや多官能メタクリレートを挙げることができる。
【０１０７】
　更に特公昭４８－４１７０８号公報、特公昭５０－６０３４号公報および特開昭５１－
３７１９３号公報に記載されているウレタンアクリレート類；特開昭４８－６４１８３号
公報、特公昭４９－４３１９１号公報および特公昭５２－３０４９０号公報に記載されて
いるポリエステルアクリレート類；エポキシ樹脂と（メタ）アクリル酸の反応生成物であ
るエポキシアクリレート類等の多官能アクリレー卜やメタクリレートを挙げることができ
る。
　これらの中で、トリメチロールプロパントリ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリト
ールテトラ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールヘキサ（メタ）アクリレート
、ジペンタエリスリトールペンタ（メタ）アクリレートが好ましい。
　また、この他、特開平１１－１３３６００号公報に記載の「重合性化合物Ｂ」も好適な
ものとして挙げることができる。
　これらのモノマー又はオリゴマーは、単独でも、２種類以上を混合して用いてもよく、
着色樹脂組成物の全固形分に対する含有量は５～５０質量％が一般的であり、１０～４０
質量％が好ましい。
【０１０８】
（３）光重合開始剤又は光重合開始剤系
　前記感光性樹脂層に使用される光重合開始剤又は光重合開始剤系としては、米国特許第
２３６７６６０号明細書に開示されているビシナルポリケタルドニル化合物、米国特許第
２４４８８２８号明細書に記載されているアシロインエーテル化合物、米国特許第２７２
２５１２号明細書に記載のα－炭化水素で置換された芳香族アシロイン化合物、米国特許
第３０４６１２７号明細書および同第２９５１７５８号明細書に記載の多核キノン化合物
、米国特許第３５４９３６７号明細書に記載のトリアリールイミダゾール２量体とｐ－ア
ミノケトンの組み合わせ、特公昭５１－４８５１６号公報に記載のベンゾチアゾール化合
物とトリハロメチル－ｓ－トリアジン化合物、米国特許第４２３９８５０号明細書に記載
されているトリハロメチル－トリアジン化合物、米国特許第４２１２９７６号明細書に記
載されているトリハロメチルオキサジアゾール化合物等を挙げることができる。特に、ト
リハロメチル－ｓ－トリアジン、トリハロメチルオキサジアゾールおよびトリアリールイ
ミダゾール２量体が好ましい。
　また、この他、特開平１１－１３３６００号公報に記載の「重合開始剤Ｃ」も好適なも
のとしてあげることができる。
　これらの光重合開始剤又は光重合開始剤系は、単独でも、２種類以上を混合して用いて
もよいが、特に２種類以上を用いることが好ましい。少なくとも２種の光重合開始剤を用
いると、表示特性、特に表示のムラが少なくできる。
　着色樹脂組成物の全固形分に対する光重合開始剤又は光重合開始剤系の含有量は、０．
５～２０質量％が一般的であり、１～１５質量％が好ましい。
【０１０９】
　感光性樹脂層は、ムラを効果的に防止するという観点から、適切な界面活性剤を含有さ
せることが好ましい。前記界面活性剤は、感光性樹脂組成物と混ざり合うものであれば使
用可能である。本発明に用いる好ましい界面活性剤としては、特開２００３－３３７４２
４号公報［００９０］～［００９１］、特開２００３－１７７５２２号公報［００９２］
～［００９３］、特開２００３－１７７５２３号公報［００９４］～［００９５］、特開
２００３－１７７５２１号公報［００９６］～［００９７］、特開２００３－１７７５１
９号公報［００９８］～［００９９］、特開２００３－１７７５２０号公報［０１００］
～［０１０１］、特開平１１－１３３６００号公報の［０１０２］～［０１０３］、特開
平６－１６６８４号公報の発明として開示されている界面活性剤が好適なものとして挙げ
られる。より高い効果を得る為にはフッ素系界面活性剤、および/又はシリコン系界面活
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性剤（フッ素系界面活性剤、又は、シリコン系界面活性剤、フッソ原子と珪素原子の両方
を含有する界面活性剤）のいずれか、あるいは２種以上を含有することが好ましく、フッ
素系界面活性剤が最も好ましい。フッ素系界面活性剤を用いる場合、該界面活性剤分子中
のフッ素含有置換基のフッ素原子数は１～３８が好ましく、５～２５がより好ましく、７
～２０が最も好ましい。フッ素原子数が多すぎるとフッ素を含まない通常の溶媒に対する
溶解性が落ちる点で好ましくない。フッ素原子数が少なすぎると、ムラの改善効果が得ら
れない点で好ましくない。
【０１１０】
　特に好ましい界面活性剤として、下記一般式（ａ）および、一般式（ｂ）で表されるモ
ノマーを含み、且つ一般式（ａ）／一般式（ｂ）の質量比が２０／８０～６０／４０の共
重合体を含有するものが挙げられる。
【０１１１】
【化２４】

【０１１２】
　式中、Ｒ1、Ｒ2およびＲ3はそれぞれ独立に水素原子またはメチル基を示し、Ｒ4は水素
原子または炭素数１～５のアルキル基を示す。ｎは１～１８の整数、ｍは２～１４の整数
を示す。ｐ、ｑは０～１８の整数を示すが、ｐ、ｑがいずれも同時に０になる場合は含ま
ない。
【０１１３】
　特に好ましい界面活性剤の一般式（ａ）で表されるモノマーをモノマー（ａ）、一般式
（ｂ）で表されるモノマーをモノマー（ｂ）と記す。一般式（ａ）に示すＣmＦ2m+1は、
直鎖でも分岐鎖でもよい。ｍは２～１４の整数を示し、好ましくは４～１２の整数である
。ＣmＦ2m+1の含有量は、モノマー（ａ）に対して２０～７０質量％が好ましく、特に好
ましくは４０～６０質量％である。Ｒ1は水素原子またはメチル基を示す。またｎは１～
１８を示し、中でも２～１０が好ましい。一般式（ｂ）に示すＲ2およびＲ3は、各々独立
に水素原子またはメチル基を示し、Ｒ4は水素原子または炭素数が１～５のアルキル基を
示す。ｐおよびｑは０～１８の整数を示すが、ｐ、ｑがいずれも０は含まない。ｐおよび
ｑは好ましくは２～８である。
【０１１４】
　また、特に好ましい界面活性剤１分子中に含まれるモノマー（ａ）としては、互いに同
じ構造のものでも、上記定義範囲で異なる構造のものを用いてもよい。このことは、モノ
マー（ｂ）についても同様である。
【０１１５】
　特に好ましい界面活性剤の重量平均分子量Ｍｗは、１０００～４００００が好ましく、
更には５０００～２００００がより好ましい。界面活性剤は前記一般式（ａ）および一般
式（ｂ）で表されるモノマーを含み、且つ一般式（ａ）／一般式（ｂ）の質量比が２０／
８０～６０／４０の共重合体を含有することを特徴とする。特に好ましい界面活性剤１０
０質量部は、モノマー（ａ）が２０～６０質量部、モノマー（ｂ）が８０～４０質量部、
およびその他の任意モノマーがその残りの質量部からなることが好ましく、更には、モノ
マー（ａ）が２５～６０質量部、モノマー（ｂ）が６０～４０質量部、およびその他の任
意モノマーがその残りの質量部からなることが好ましい。
【０１１６】
　モノマー（ａ）および（ｂ）以外の共重合可能なモノマーとしては、スチレン、ビニル
トルエン、α－メチルスチレン、２－メチルスチレン、クロルスチレン、ビニル安息香酸
、ビニルベンゼンスルホン酸ソーダ、アミノスチレン等のスチレンおよびその誘導体、置
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換体、ブタジエン、イソプレン等のジエン類、アクリロニトリル、ビニルエーテル類、メ
タクリル酸、アクリル酸、イタコン酸、クロトン酸、マレイン酸、部分エステル化マレイ
ン酸、スチレンスルホン酸無水マレイン酸、ケイ皮酸、塩化ビニル、酢酸ビニル等のビニ
ル系単量体等が挙げられる。
【０１１７】
　特に好ましい界面活性剤は、モノマー（ａ）、モノマー（ｂ）等の共重合体であるが、
そのモノマー配列は特に制限はなくランダムでも規則的、例えば、ブロックでもグラフト
でもよい。更に、特に好ましい界面活性剤は、分子構造および／又はモノマー組成の異な
るものを２以上混合して用いることができる。
【０１１８】
　前記界面活性剤の含有量としては、感光性樹脂層の層全固形分に対して０．０１～１０
質量％が好ましく、特に０．１～７質量％が好ましい。界面活性剤は、特定構造の界面活
性剤とエチレンオキサイド基、およびポリプロピレンオキサイド基とを所定量含有するも
ので、感光性樹脂層に特定範囲で含有することにより該感光性樹脂層を備えた液晶表示装
置の表示ムラが改善される。全固形分に対して０．０１質量％未満であると、表示ムラが
改善されず、１０質量％を超えると、表示ムラ改善の効果があまり現れない。上記の特に
好ましい界面活性剤を前記感光性樹脂層中に含有させると、表示ムラが改良される点で好
ましい。
【０１１９】
　好ましいフッ素系界面活性剤の具体例としては、特開２００４－１６３６１０号公報の
段落番号［００５４］～［００６３］に記載の化合物が挙げられる。また、下記市販の界
面活性剤をそのまま用いることもできる。使用できる市販の界面活性剤として、例えばエ
フトップＥＦ３０１、ＥＦ３０３、（新秋田化成（株）製）、フロラードＦＣ４３０、４
３１（住友スリーエム（株）製）、メガファックＦ１７１、Ｆ１７３、Ｆ１７６、Ｆ１８
９、Ｒ０８（大日本インキ（株）製）、サーフロンＳ－３８２、ＳＣ１０１、１０２、１
０３、１０４、１０５、１０６（旭硝子（株）製）等のフッ素系界面活性剤、又は、シリ
コン系界面活性剤を挙げることができる。またポリシロキサンポリマーＫＰ－３４１（信
越化学工業（株）製）、トロイゾルＳ－３６６（トロイケミカル（株）製）もシリコン系
界面活性剤として用いることができる。本発明においては、一般式（ａ）で表されるモノ
マーを含まないフッ素系界面活性剤である、特開２００４－３３１８１２号公報の段落番
号［００４６］～［００５２］に記載の化合物を用いることも好ましい。
【０１２０】
［その他の層］
　転写材料の、仮支持体と光学異方性層の間には、力学特性や凹凸追従性をコントロール
するために力学特性制御層を形成することが好ましい。力学特性制御層としては、柔軟な
弾性を示すもの、熱により軟化するもの、熱により流動性を呈するものなどが好ましく、
熱可塑性樹脂層が特に好ましい。熱可塑性樹脂層に用いる成分としては、特開平５－７２
７２４号公報に記載されている有機高分子物質が好ましく、ヴイカーＶｉｃａｔ法（具体
的にはアメリカ材料試験法エーエステーエムデーＡＳＴＭＤ１２３５によるポリマー軟化
点測定法）による軟化点が約８０℃以下の有機高分子物質より選ばれることが特に好まし
い。具体的には、ポリエチレン、ポリプロピレンなどのポリオレフィン、エチレンと酢酸
ビニル或いはそのケン化物の様なエチレン共重合体、エチレンとアクリル酸エステル或い
はそのケン化物、ポリ塩化ビニル、塩化ビニルと酢酸ビニルおよびそのケン化物の様な塩
化ビニル共重合体、ポリ塩化ビニリデン、塩化ビニリデン共重合体、ポリスチレン、スチ
レンと（メタ）アクリル酸エステル或いはそのケン化物の様なスチレン共重合体、ポリビ
ニルトルエン、ビニルトルエンと（メタ）アクリル酸エステル或いはそのケン化物の様な
ビニルトルエン共重合体、ポリ（メタ）アクリル酸エステル、（メタ）アクリル酸ブチル
と酢酸ビニル等の（メタ）アクリル酸エステル共重合体、酢酸ビニル共重合体ナイロン、
共重合ナイロン、Ｎ－アルコキシメチル化ナイロン、Ｎ－ジメチルアミノ化ナイロンの様
なポリアミド樹脂等の有機高分子が挙げられる。
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【０１２１】
　転写材料においては、複数の塗布層の塗布時、および塗布後の保存時における成分の混
合を防止する目的から、中間層を設けることが好ましい。該中間層としては、特開平５－
７２７２４号公報に「分離層」として記載されている、酸素遮断機能のある酸素遮断膜や
、前記光学異方性形成用の配向層を用いることが好ましい。これらの内、特に好ましいの
は、ポリビニルアルコールもしくはポリビニルピロリドンとそれらの変性物の一つもしく
は複数を混合してなる層である。前記熱可塑性樹脂層や前記酸素遮断膜、前記配向層を兼
用することもできる。
【０１２２】
　樹脂層の上には、貯蔵の際の汚染や損傷から保護する為に薄い保護フィルムを設けるこ
とが好ましい。保護フィルムは仮支持体と同じか又は類似の材料からなってもよいが、樹
脂層から容易に分離されねばならない。保護フィルム材料としては例えばシリコン紙、ポ
リオレフィンもしくはポリテトラフルオロエチレンシートが適当である。
【０１２３】
光学異方性層、ならびに所望により形成される感光性樹脂層、転写接着層、配向層、熱可
塑性樹脂層および中間層の各層は、ディップコート法、エアーナイフコート法、カーテン
コート法、ローラーコート法、ワイヤーバーコート法、グラビアコート法やエクストルー
ジョンコート法（米国特許２６８１２９４号明細書）により、塗布により形成することが
できる。二以上の層を同時に塗布してもよい。同時塗布の方法については、米国特許２７
６１７９１号、同２９４１８９８号、同３５０８９４７号、同３５２６５２８号の各明細
書および原崎勇次著、コーティング工学、２５３頁、朝倉書店（１９７３）に記載がある
。
【０１２４】
［転写材料を基板上に転写する方法］
　本発明の製造方法において、転写材料を用いる場合、転写材料を基板上に転写する方法
については特に制限されず、基板上に上記光学異方性層を転写できれば特に方法は限定さ
れない。例えば、フィルム状に形成した本発明の転写材料を、転写接着層面を基板表面側
にして、ラミネータを用いて加熱および／又は加圧したローラー又は平板で圧着又は加熱
圧着して、貼り付けることができる。具体的には、特開平７－１１０５７５号公報、特開
平１１－７７９４２号公報、特開２０００－３３４８３６号公報、特開２００２－１４８
７９４号公報に記載のラミネータおよびラミネート方法が挙げられるが、低異物の観点で
、特開平７－１１０５７５号公報に記載の方法を用いるのが好ましい。その後、支持体は
剥離してもよく、剥離によって露出した光学異方性層表面に、他の層、例えば電極層等を
形成してもよい。
【０１２５】
［２つ以上の異なるレターデーションをパターン状に有する光学異方性層］
　レターデーションをパターン状に有する光学異方性層は、パターンごとに露光条件を変
更することによって形成された光学異方性層を、８０℃以上４００℃以下の加熱工程を経
ることにより形成することができる。露光条件を変化させる方法としては特に限定されな
いが、パターンごとにそれぞれ露光量などの露光条件の異なるマスク露光を行う方法や、
パターンごとに露光照度や露光量等の露光条件が変更されるマスクを用いる方法があげら
れる。また、レーザや電子線などを用いてマスクなしに決められた位置にフォーカスして
直接描画することにより、露光条件の異なるパターン露光を行ってもよい。前記露光の光
源としては、感光性樹脂層を硬化しうる波長域の光（例えば、３６５ｎｍ、４０５ｎｍな
ど）を照射できるものを選択することが好ましい。具体的には、超高圧水銀灯、高圧水銀
灯、メタルハライドランプ等が挙げられる。露光量としては、通常５～２００ｍＪ／ｃｍ
2程度であり、好ましくは１０～１００ｍＪ／ｃｍ2程度である。
【０１２６】
　２種以上の互いに異なる露光条件でのパターン露光の方法としては、例えば、露光量５
～１００ｍＪ／ｃｍ2の露光条件の中から、任意の２つ以上の露光量を選択し、それら２
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つ以上の露光量でパターンごとにマスク露光する方法が考えられる。また、パターン状に
光吸収するもしくは光反射するマスクを用いる方法や、露光時の温度や酸素濃度などをパ
ターンごとに変えてマスク露光する方法などがあげられる。
　また、例えば図３（ｂ）又は（ｃ）に示す液晶表示用装置の作製の際等においては、上
記露光はパターン形成前の光学異方性層上に設けられたカラーフィルタ層の上から行うこ
とも可能である。この場合、カラーフィルタ自身が一種のフォトマスクになって、カラー
フィルタが表示する色事の異なる条件の露光が可能となり得る。
【０１２７】
　前記光学異方性層が二軸性を示すと、液晶セル、特にＶＡモードの液晶セルを正確に光
学補償できるので好ましい。液晶性化合物として、反応性基を有する棒状液晶性化合物を
用いる場合、二軸性を発現させるためにはコレステリック配向もしくは傾斜角が厚み方向
に徐々に変化しながらねじれたハイブリッドコレステリック配向を、偏光照射によって歪
ませることが必要である。偏光照射によって配向を歪ませる方法としては、二色性液晶性
重合開始剤を用いる方法（ＥＰ１３８９１９９　Ａ１）や分子内にシンナモイル基等の光
配向性官能基を有する棒状液晶性化合物を用いる方法（特開２００２－６１３８号公報）
が挙げられる。本発明においては、いずれも利用できる。
【０１２８】
　前記光学異方性層が正のａ－ｐｌａｔｅの場合、ＶＡモードもしくは半透過型の液晶セ
ルを正確に光学補償できるので好ましい。また、前記光学異方性層が正のｃ－ｐｌａｔｅ
の場合、ＩＰＳモードを正確に光学補償できるので好ましい。
　ＶＡモード、ＩＰＳモードいずれの場合においても、偏光板保護フィルムの一方を光学
補償シートとすることが好ましい。ＶＡモードにおいては、偏光板保護フィルムとしての
光学異方性層が負のｃ－ｐｌａｔｅであることが好ましく、ＩＰＳモードに対しては厚み
方向の屈折率が最も小さい二軸性であることが好ましい。本発明の転写材料に用いる一軸
性の光学異方性層は、一軸性である棒状の液晶性化合物を液晶のダイレクタが一方向に揃
うように配向させることにより作製することができる。このような一軸性配向は、ラビン
グ配向層もしくは光配向層上にカイラル性のない液晶層を配向させる方法、磁場もしくは
電場で配向させる方法、延伸やせん断のような外力を与えて配向させる方法などによって
実現できる。
【実施例】
【０１２９】
以下に実施例を挙げて本発明をさらに具体的に説明する。以下の実施例に示す材料、試薬
、物質量とその割合、操作等は本発明の趣旨から逸脱しない限り適宜変更することができ
る。従って、本発明の範囲は以下の具体例に制限されるものではない。
【０１３０】
（熱可塑性樹脂層用塗布液ＣＵ－１の調製）
　下記の組成物を調製し、孔径３０μｍのポリプロピレン製フィルタでろ過して、熱可塑
性樹脂層用塗布液ＣＵ－１として用いた。
──────────────────────────────────――――――
熱可塑性樹脂層用塗布液組成（％）
──────────────────────────────────――――――
メチルメタクリレート／２－エチルヘキシルアクリレート／ベンジルメタクリレート／メ
タクリル酸共重合体　（共重合組成比（モル比）＝５５／３０／１０／５、重量平均分子
量＝１０万、Ｔｇ≒７０℃）                                  　　    　５．８９
スチレン／アクリル酸共重合体（共重合組成比（モル比）＝６５／３５、重量平均分子量
＝１万、Ｔｇ≒１００℃）                                        　　１３．７４
ＢＰＥ－５００（新中村化学（株）製）                            　　　９．２０
メガファックＦ－７８０－Ｆ（大日本インキ化学工業（株）社製）    　　　０．５５
メタノール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１．２２
プロピレングリコールモノメチルエーテルアセテート　　　　　　　　　　　６．４３
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メチルエチルケトン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５２．９７
──────────────────────────────────――――――
【０１３１】
（配向層用塗布液ＡＬ－１の調製）
　下記の組成物を調製し、孔径３０μｍのポリプロピレン製フィルタでろ過して、中間層
／配向層用塗布液ＡＬ－１として用いた。
──────────────────────────────────――――
中間層／配向層用塗布液組成（％）
──────────────────────────────────――――
ポリビニルアルコール（ＰＶＡ２０５、クラレ（株）製）　　　　　　　　３．２１
ポリビニルピロリドン（Ｌｕｖｉｔｅｃ　Ｋ３０、ＢＡＳＦ社製）　　　　１．４８
蒸留水　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５２．１０
メタノール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４３．２１
──────────────────────────────────――――
【０１３２】
（光学異方性層用塗布液ＬＣ－１の調製）
　下記の組成物を調製後、孔径０．２μｍのポリプロピレン製フィルタでろ過して、光学
異方性層用塗布液ＬＣ－１として用いた。
　ＬＣ－１－１は特開２００４－１２３８８２号公報に記載の方法を基に合成した。
　ＬＣ－１－２はＴｅｔｒａｈｅｄｒｏｎ　Ｌｅｔｔ．誌、第４３巻、６７９３頁（２０
０２）に記載の方法に準じて合成した。
──────────────────────────────────――――
光学異方性層用塗布液組成（％）
──────────────────────────────────――――
棒状液晶（ＬＣ－１－１）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１９．５７
水平配向剤（ＬＣ－１－２）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．０１
カチオン光重合開始剤（Ｃｙｒａｃｕｒｅ　ＵＶＩ６９７４、ダウ・ケミカル）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．４０
重合制御剤（ＩＲＧＡＮＯＸ１０７６、チバ・スペシャルティ・ケミカルズ（株））
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．０２
メチルエチルケトン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８０．００
──────────────────────────────────――――
【０１３３】
【化２５】
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【０１３４】
（転写用接着層用塗布液ＡＤ－１の調製）
　下記の組成物を調製後、孔径０．２μｍのポリプロピレン製フィルタでろ過して、転写
用接着層（感光性樹脂層）用塗布液ＡＤ－１として用いた。

──────────────────────────────────――――――
感光性転写接着／樹脂層用塗布液組成（質量％）
──────────────────────────────────――――――
ベンジルメタクリレート／メタクリル酸／メタクリル酸メチル　＝３５．９／２２．４／
４１．７モル比のランダム共重合物（重量平均分子量３．８万）        　　８．０５
ＫＡＹＡＲＡＤ　ＤＰＨＡ（日本化薬（株）製）                    　　　４．８３
ラジカル光重合開始剤（２－トリクロロメチル－５－（ｐ－スチリルスチリル）１，３，
４－オキサジアゾール）                                            　　０．１２
ハイドロキノンモノメチルエーテル 　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ０．００２
メガファックＦ－１７６ＰＦ（大日本インキ化学工業（株）製）      　　　０．０５
プロピレングリコールモノメチルエーテルアセテート 　　　　　　       ３４．８０
メチルエチルケトン                                        　　    　５０．５３８
メタノール 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　           　　１．６１
──────────────────────────────────――――――
【０１３５】
　（感光性樹脂層用塗布液ＰＰ-Ｋの調製）

【表１】

【０１３６】
　表１中の組成物は以下の通り。
［Ｋ顔料分散物組成］
──────────────────────────────────――────
Ｋ顔料分散物組成（％）
──────────────────────────────────――────
カーボンブラック（デグッサ社製、Ｓｐｅｃｉａｌ　Ｂｌａｃｋ　２５０）　　１３．１
５－［３－オキソ－２－［４－［３，５-ビス（３－ジエチルアミノプロピルアミノカル
ボニル）フェニル］アミノカルボニル］フェニルアゾ］－ブチロイルアミノベンズイミダ
ゾロン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．６
５
ベンジルメタクリレート／メタクリル酸＝７２／２８モル比のランダム共重合物
（重量平均分子量３．７万）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６．７２
プロピレングリコールモノメチルエーテルアセテート　　　　　　　　　　　７９．５３
──────────────────────────────────――────
【０１３７】
［バインダ組成］



(37) JP 5111150 B2 2012.12.26

10

20

──────────────────────────────────――────
バインダ組成（％）
──────────────────────────────────――────
ベンジルメタクリレート／メタクリル酸＝７８／２２モル比のランダム共重合物
（重量平均分子量４万）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２７．０
プロピレングリコールモノメチルエーテルアセテート　　　　　　　　　　　　７３．０
──────────────────────────────────――────
【０１３８】
［ＤＰＨＡ組成］
──────────────────────────────────――────
ＤＰＨＡ溶液組成（％）
──────────────────────────────────――────
ＫＡＹＡＲＡＤ　ＤＰＨＡ（日本化薬（株）製）　　　　　　　　　　　　　　７６．０
プロピレングリコールモノメチルエーテルアセテート　　　　　　　　　　　　２４．０
──────────────────────────────────――────
【０１３９】
（感光性樹脂層用塗布液ＰＰ－Ｋの調製）
　感光性樹脂層用塗布液ＰＰ－Ｋは、まず表１に記載の量のＫ顔料分散物１、プロピレン
グリコールモノメチルエーテルアセテートをはかり取り、温度２４℃（±２℃）で混合し
て１５０ｒｐｍ１０分間攪拌し、次いで、表１に記載の量のメチルエチルケトン、バイン
ダ１、ハイドロキノンモノメチルエーテル、ＤＰＨＡ溶液、２－トリクロロメチル－５－
（ｐ－スチリルスチリル）１，３，４－オキサジアゾール、メガファックＦ－１７６ＰＦ
をはかり取り、温度２５℃（±２℃）でこの順に添加して、温度４０℃（±２℃）で１５
０ｒｐｍ３０分間攪拌することによって得た。
（ＲＧＢ用感光性樹脂用塗布液の作製）
【０１４０】
　以下に感光性樹脂層用塗布液の作製方法を説明する。表２にそれぞれの感光性樹脂層用
塗布液の組成を示す。
【０１４１】
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【表２】

【０１４２】
　表２中の組成物は以下の通り。
［Ｒ顔料分散物－１組成］
──────────────────────────────────――
Ｒ顔料分散物－１組成（％）
──────────────────────────────────――
Ｃ．Ｉ．ピグメント・レッド２５４　　　　　　　　　　　　　　　　８．０
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５－［３－オキソ－２－［４－［３，５-ビス（３－ジエチルアミノプロピルアミノカル
ボニル）フェニル］アミノカルボニル］フェニルアゾ］－ブチロイルアミノベンズイミダ
ゾロン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．８
ベンジルメタクリレート／メタクリル酸＝７２／２８モル比のランダム共重合物、（重量
平均分子量３．７万）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８．０
プロピレングリコールモノメチルエーテルアセテート　　　　　　　８３．２
──────────────────────────────────――
【０１４３】
［Ｒ顔料分散物－２組成］
──────────────────────────────────――
Ｒ顔料分散物－２組成（％）
──────────────────────────────────――
Ｃ．Ｉ．ピグメント・レッド１７７　　　　　　　　　　　　　　　１８．０
ベンジルメタクリレート／メタクリル酸＝７２／２８モル比のランダム共重合物、
（重量平均分子量３．７万）　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２．０
プロピレングリコールモノメチルエーテルアセテート　　　　　　　７０．０
──────────────────────────────────――
【０１４４】
［Ｇ顔料分散物組成］
──────────────────────────────────――
Ｇ顔料分散物組成（％）
──────────────────────────────────――
Ｃ．Ｉ．ピグメント・グリーン３６　　　　　　　　　　　　　　　１８．０
ベンジルメタクリレート／メタクリル酸＝７２／２８モル比のランダム共重合物、
（重量平均分子量３．７万）　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２．０
シクロヘキサノン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３５．０
プロピレングリコールモノメチルエーテルアセテート　　　　　　　３５．０
──────────────────────────────────――
【０１４５】
［バインダ２組成］
──────────────────────────────────――
バインダ２組成（％）
──────────────────────────────────――
ベンジルメタクリレート／メタクリル酸／メチルメタクリレート＝
３８／２５／３７モル比のランダム共重合物（重量平均分子量３万）２７．０
プロピレングリコールモノメチルエーテルアセテート　　　　　　　７３．０
──────────────────────────────────――
【０１４６】
［バインダ３組成］
──────────────────────────────────――
バインダ３組成（％）
──────────────────────────────────――
ベンジルメタクリレート／メタクリル酸／メチルメタクリレート＝
３６／２２／４２モル比のランダム共重合物（重量平均分子量３万）２７．０
プロピレングリコールモノメチルエーテルアセテート　　　　　　　７３．０
──────────────────────────────────――
【０１４７】
（感光性樹脂層用塗布液ＰＰ－Ｒの調製）
　感光性樹脂層用塗布液ＰＰ－Ｒは、まず表２に記載の量のＲ顔料分散物－１、Ｒ顔料分
散物－２、プロピレングリコールモノメチルエーテルアセテートをはかり取り、温度２４
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℃（±２℃）で混合して１５０ｒｐｍで１０分間攪拌し、次いで、表１に記載の量のメチ
ルエチルケトン、バインダ２、ＤＰＨＡ溶液、２－トリクロロメチル－５－（ｐ－スチリ
ルメチル）－１，３，４－オキサジアゾール、２，４－ビス（トリクロロメチル）－６－
［４－（Ｎ，Ｎ－ジエトキシカルボニルメチル）－３－ブロモフェニル］－ｓ－トリアジ
ン、フェノチアジンをはかり取り、温度２４℃（±２℃）でこの順に添加して１５０ｒｐ
ｍ１０分間攪拌し、次いで、表２に記載の量のＥＤ１５２をはかり取り、温度２４℃（±
２℃）で混合して１５０ｒｐｍ２０分間攪拌し、更に、表１に記載の量のメガファックＦ
－１７６ＰＦをはかり取り、温度２４℃（±２℃）で添加して３０ｒｐｍ３０分間攪拌し
、ナイロンメッシュ＃２００で濾過することによって得られた。
【０１４８】
（感光性樹脂層用塗布液ＰＰ－Ｇの調製）
　感光性樹脂層用塗布液ＰＰ－Ｇは、まず表２に記載の量のＧ顔料分散物、ＣＦエローＥ
Ｘ３３９３、プロピレングリコールモノメチルエーテルアセテートをはかり取り、温度２
４℃（±２℃）で混合して１５０ｒｐｍ１０分間攪拌し、次いで、表２に記載の量のメチ
ルエチルケトン、シクロヘキサノン、バインダ１、ＤＰＨＡ溶液、２－トリクロロメチル
－５－（ｐ－スチリルメチル）－１，３，４－オキサジアゾール、２，４－ビス（トリク
ロロメチル）－６－［４－（Ｎ，Ｎ－ジエトキシカルボニルメチル）－３－ブロモフェニ
ル］－ｓ－トリアジン、フェノチアジンをはかり取り、温度２４℃（±２℃）でこの順に
添加して１５０ｒｐｍ３０分間攪拌し、更に、表１に記載の量のメガファックＦ－１７６
ＰＦをはかり取り、温度２４℃（±２℃）で添加して３０ｒｐｍ５分間攪拌し、ナイロン
メッシュ＃２００で濾過することによって得られた。
【０１４９】
（感光性樹脂層用塗布液ＰＰ－Ｂの調製）
　感光性樹脂層用塗布液ＰＰ－Ｂは、まず表２に記載の量のＣＦブルーＥＸ３３５７、Ｃ
ＦブルーＥＸ３３８３、プロピレングリコールモノメチルエーテルアセテートをはかり取
り、温度２４℃（±２℃）で混合して１５０ｒｐｍ１０分間攪拌し、次いで、表２に記載
の量のメチルエチルケトン、バインダ３、ＤＰＨＡ溶液、２－トリクロロメチル－５－（
ｐ－スチリルメチル）－１，３，４－オキサジアゾール、フェノチアジンをはかり取り、
温度２５℃（±２℃）でこの順に添加して、温度４０℃（±２℃）で１５０ｒｐｍ３０分
間攪拌し、更に、表１に記載の量のメガファックＦ－１７６ＰＦをはかり取り、温度２４
℃（±２℃）で添加して３０ｒｐｍ５分間攪拌し、ナイロンメッシュ＃２００で濾過する
ことによって得られた。
【０１５０】
（実施例１の転写材料の作製）
　厚さ１００μｍの易接着ポリエチレンテレフタレートフィルム（コスモシャインＡ４１
００、東洋紡績（株）製）の仮支持体の上に、ワイヤーバーを用いて順に、熱可塑性樹脂
層用塗布液ＣＵ－１、配向層用塗布液ＡＬ－１を塗布、乾燥した。乾燥膜厚はそれぞれ１
４．６μｍ、１．６μｍであった。次いで、ワイヤーバーを用いてＬＣ－１を塗布、膜面
温度１０５℃で２分間乾燥し、液晶相状態とした後、空気下にて１６０Ｗ／ｃｍの空冷メ
タルハライドランプ（アイグラフィックス（株）製）を用いて、照度２４０ｍＷ／ｃｍ2

、照射量６００ｍＪ／ｃｍ2の紫外線を照射してその配向状態を固定化して、厚さ１．８
μｍの光学異方性層を形成し、最後に、感光性転写接着層用塗布液ＡＤ－１を塗布、乾燥
して１．０μｍの感光性樹脂層を形成し実施例１の転写材料を作製した。
【０１５１】
（位相差測定）
　ファイバ型分光計を用いた平行ニコル法により、波長λにおける正面レターデーション
Ｒｅおよび遅相軸を回転軸として±４０度サンプルを傾斜させたときの５９０ｎｍにおけ
る斜め４０°のレターデーション、斜め－４０°のレターデーションを測定した。位相差
測定結果を表３に示す。
　ここで、斜め４０°レターデーションとは、面内の遅相軸を傾斜軸（回転軸）として面
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したレターデーションを表す。
【０１５２】
【表３】

【０１５３】
（実施例２の液晶表示装置用基板の作製）
　小林駿介編著、カラー液晶ディスプレイ、２４０頁、産業図書（１９９４）に記載の一
般的な方法で、ガラス基板上にブラックマトリクスおよびＲＧＢの３色のカラーフィルタ
を有するカラーフィルタ基板を作製した。その上に、実施例１の転写材料を、ラミネータ
（（株）日立インダストリイズ製（ＬａｍｉｃII型））を用い、前記１００℃で２分間加
熱した基板に、ゴムローラー温度１３０℃、線圧１００Ｎ／ｃｍ、搬送速度２．２ｍ／分
でラミネートし、仮支持体を剥離後、超高圧水銀灯を有するプロキシミティー型露光機（
日立電子エンジニアリング株式会社製）で、基板とマスク（画像パターンを有す石英露光
マスク）を垂直に立てた状態で、露光マスク面と該感光性樹脂層の間の距離を２００μｍ
に設定し、Ｒパターニング部の露光量が２５ｍＪ／ｃｍ2、Ｇパターニング部の露光量が
２２ｍＪ／ｃｍ2、Ｂパターニング部の露光量が１６ｍＪ／ｃｍ2となるようにＵＶ露光を
行った。次に、２３０℃のマッフル炉で１時間ベークすることにより、レターデーション
のパターンを有する図３（ａ）の態様の実施例２の液晶表示装置用基板を得た。また、露
光量２２ｍＪ／ｃｍ2で全面露光を行った以外は実施例２と同様にして比較例１の液晶表
示装置用基板を得た。
【０１５４】
　液晶表示装置用基板におけるＲ、Ｇ、Ｂパターンは非常に微細であるため、それぞれの
パターン部のＲｅを測定することは非常に困難である。そこで、以下の方法によりそれぞ
れのパターン部のＲｅを求めた。
　上記のＲＧＢの３色のカラーフィルタを有するカラーフィルタ基板の作製と同様の方法
で、ベタのＲ、Ｇ、Ｂカラーフィルタ基板を作製した。これらのカラーフィルタ基板上に
前記と同様の転写方法により実施例１の転写材料をそれぞれ転写したものにつき、実施例
２及び比較例１の液晶表示装置用基板作製時に用いた露光条件で露光することにより、実
施例２及び比較例１の液晶表示装置用基板におけるＲ、Ｇ、Ｂパターン部のＲｅ値を求め
た。すなわち、実施例２のＲ、Ｇ、Ｂパターン部のＲｅを求めるため、ベタのＲ、Ｇ、Ｂ
カラーフィルタ基板を用いたものについてそれぞれ、露光量２５ｍＪ／ｃｍ2、２２ｍＪ
／ｃｍ2、１６ｍＪ／ｃｍ2で露光して作成した液晶表示装置用基板のＲｅ値をそれぞれ測
定し、比較例１のＲ、Ｇ、Ｂ部のＲｅを求めるため、ベタのＲ、Ｇ、Ｂカラーフィルタ基
板を用いたものについて露光量２２ｍＪ／ｃｍ2で露光して作製した液晶表示装置用基板
のＲｅ値をそれぞれ測定した。結果を表４に示す。
【０１５５】
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【表４】

【０１５６】
（実施例３の液晶表示装置用基板の作製）
　無アルカリガラス基板を、２５℃に調整したガラス洗浄剤液をシャワーにより２０秒間
吹き付けながらナイロン毛を有する回転ブラシで洗浄し、純水シャワー洗浄後、シランカ
ップリング液（Ｎ－β（アミノエチル）γ-アミノプロピルトリメトキシシラン０．３％
水溶液、商品名：ＫＢＭ６０３、信越化学）をシャワーにより２０秒間吹き付け、純水シ
ャワー洗浄した。該ガラス基板を基板予備加熱装置で１００℃２分加熱した。
　上記ガラス基板上に配向層用塗布液ＡＬ－２（ＲＮ１１９９Ａ、日産化学工業（株）製
）を塗布、乾燥させて２２０℃１時間で焼成し、配向層を作製した。焼成後の基板の膜厚
は６０ｎｍであった。
　次いで、上記の配向層をラビング処理し、この配向層上に、光学異方性層用塗布液ＬＣ
－１を塗布した。これを膜面温度１０５℃で２分間乾燥し、液晶相状態とした後、空気下
にて１６０Ｗ／ｃｍの空冷メタルハライドランプ（アイグラフィックス（株）製）を用い
て、照度２４０ｍＷ／ｃｍ2、照射量６００ｍＪ／ｃｍ2の紫外線を照射してその配向状態
を固定化して、厚さ１．８μｍの図１（ｄ）の態様のパターン形成前の液晶表示装置用基
板を形成した。
【０１５７】
　得られたパターン形成前の液晶表示装置用基板の上に感光性樹脂組成物ＰＰ－Ｋを塗布
、乾燥させて、乾燥膜厚が２．０μｍの感光性樹脂層を設け、超高圧水銀灯を有するプロ
キシミティー型露光機（日立電子エンジニアリング株式会社製）で、基板とマスク（画像
パターンを有す石英露光マスク）を垂直に立てた状態で、露光マスク面と該感光性樹脂層
の間の距離を２００μｍに設定し、露光量５００ｍＪ／ｃｍ2でパターン露光した。
　炭酸Ｎａ系現像液（０．０６ｍｏｌ／Ｌの炭酸水素ナトリウム、同濃度の炭酸ナトリウ
ム、１％のジブチルナフタレンスルホン酸ナトリウム、アニオン界面活性剤、消泡剤、安
定剤含有、商品名：Ｔ－ＣＤ１、富士写真フイルム（株）製）と２－プロパノールの混合
液を用い、コーン型ノズル圧力０．１５ＭＰａでシャワー現像しつつ、ポリエステルブラ
シがけを行い、感光性樹脂層を現像しブラックマトリックスを形成し、ブラックマトリク
ス基板を作製した。
【０１５８】
　超高圧水銀灯を有するプロキシミティー型露光機（日立電子エンジニアリング株式会社
製）で、基板とマスク（画像パターンを有す石英露光マスク）を垂直に立てた状態で、露
光マスク面と該感光性樹脂層の間の距離を２００μｍに設定し、Ｒパターニング部の露光
量が６３ｍＪ／ｃｍ2、Ｇパターニング部の露光量が５５ｍＪ／ｃｍ2、Ｂパターニング部
の露光量が４０ｍＪ／ｃｍ2となるようにＵＶ露光を行った。最後に、２３０℃で１時間
ベークすることにより、レターデーションのパターンを有する光学異方性層を形成した。
【０１５９】
　その上に、感光性樹脂組成物ＰＰ－Ｒを塗布、乾燥させて、乾燥膜厚が２．０μｍの感
光性樹脂層を設け、ブラックマトリクスと同様の工程でＲ画素のパターンを形成した。但
し露光量は１００ｍＪ／ｃｍ2とした。このＲ画素を形成した基板を予備加熱装置により
１００℃２分加熱した。次に、感光性樹脂組成物ＰＰ－Ｇを塗布、乾燥させて、乾燥膜厚
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が２．０μｍの感光性樹脂層を設け、Ｒ画素と同様の工程でＧ画素を形成した。さらに、
感光性樹脂組成物ＰＰ－Ｂを塗布、乾燥させて、乾燥膜厚が２．０μｍの感光性樹脂層を
設け、Ｒ画素およびＧ画素と同様の工程でＢ画素を形成した。このＲ、Ｇ、Ｂの画像を形
成した基板を２３０℃で１時間ベークすることにより、図３（ｃ）の態様の実施例３の液
晶表示装置用基板を得た。また、光学異方性層のＲＧＢパターニング部ごとのパターン露
光の代わりに、露光量５５ｍＪ／ｃｍ2で全面露光を行った以外は実施例３と同様にして
比較例２の液晶表示装置用基板を得た。
【０１６０】
（実施例４の液晶表示装置用基板の作製）
　実施例３と同様の方法で作製したブラックマトリクス基板に対して、実施例３における
光学異方性層のＲＧＢパターニング部ごとのパターン露光を行わずに、実施例３と同様の
方法でカラーフィルタを作製し、図３（ｃ）の態様の実施例４の液晶表示装置用基板を得
た。但し各画素の露光量としてはぞれぞれ１００ｍＪ／ｃｍ2の代わりにＲ画素に対して
２１２ｍＪ／ｃｍ2、Ｇ画素に対して１５５ｍＪ／ｃｍ2、Ｂ画素に対して１０７ｍＪ／ｃ
ｍ2を用いた。
【０１６１】
（位相差測定）
　上記のパターン形成前の液晶表示装置用基板に対して、実施例３、実施例４及び比較例
２の液晶表示装置用基板作製時に用いた露光条件で露光して光学異方性基板を作製する。
次いで、該光学異方性基板上に、ＲＧＢの３色のカラーフィルタを有するカラーフィルタ
基板の作製と同様の方法で、ベタのＲ、Ｇ、Ｂカラーフィルタ基板を作製することにより
、実施例３、実施例４及び比較例２の液晶表示装置用基板におけるＲ、Ｇ、Ｂパターン部
のＲｅ値を求めた。すなわち、実施例３のＲ、Ｇ、Ｂ部のＲｅを求めるため、露光量６３
ｍＪ／ｃｍ2、５５ｍＪ／ｃｍ2、４０ｍＪ／ｃｍ2でベタ露光して作成した光学異方性基
板に対し、それぞれこの順番でベタのＲ、Ｇ、Ｂカラーフィルタを形成した。また、
　比較例２のＲ、Ｇ、Ｂ部のＲｅを求めるため、ベタのＲ、Ｇ、Ｂカラーフィルタ基板を
用いたものについて露光量５５ｍＪ／ｃｍ2でベタ露光して作成した光学異方性基板に対
し、それぞれベタのＲ、Ｇ、Ｂカラーフィルタを形成した。これら液晶表示装置用基板の
Ｒｅ値の測定結果を表５に示す。
【０１６２】
【表５】

【０１６３】
（各実施例のＶＡモード液晶表示装置の作製）
　実施例２、実施例３、実施例４、比較例１、及び比較例２の液晶表示用基板のそれぞれ
について、その対向基板となるＴＦＴ層を設けたガラス基板に対し、ＩＴＯのスパッタリ
ングにより透明電極膜を形成し、その上にポリイミドの配向膜を設けた。カラーフィルタ
の画素群の周囲に設けられたブラックマトリックスの外枠に相当する位置に、スペーサ粒
子を含有するエポキシ樹脂のシール剤を印刷し、それぞれの液晶表示用基板と対向基板と
を１０ｋｇ／ｃｍの圧力で貼り合わせた。次いで、１５０℃、９０分で熱処理し、シール
剤を硬化させ、２枚のガラス基板の積層体を得た。このガラス基板積層体を真空下で脱気
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し、その後大気圧に戻して２枚のガラス基板の間隙に液晶を注入し、ＶＡモード液晶セル
を得た。このＶＡモード液晶セルの両面に、（株）サンリッツ製の偏光板ＨＬＣ２－２５
１８を貼り付けた。カラー液晶表示装置用冷陰極管バックライトとしては、ＢａＭｇ2Ａ
ｌ16Ｏ27：Ｅｕ，Ｍｎと、ＬａＰＯ4：Ｃｅ，Ｔｂとを質量比５０：５０で混合した蛍光
体を緑色（Ｇ）、Ｙ2Ｏ3：Ｅｕを赤色（Ｒ）、ＢａＭｇＡｌ10Ｏ17：Ｅｕを青色（Ｂ）と
して、任意の色調を持つ白色の三波長蛍光ランプを作製した。このバックライト上に該偏
光板を付与したＶＡモード液晶セルを設置し、ＶＡモード液晶表示装置とした。
　それぞれの液晶表示用基板から得られたＶＡモード液晶表示装置の目視評価結果を表６
に示す。
【０１６４】
【表６】

【図面の簡単な説明】
【０１６５】
【図１】転写材料から光学異方性層形成用材料層を作製する概略を示した図である。
【図２】本発明の製造方法の概略を示す図である。
【図３】液晶表示装置用基板の例の概略断面図である。
【図４】液晶表示装置の例の概略断面図である。
【符号の説明】
【０１６６】
１１　転写材料
１２　パターン形成前の液晶表示装置用基板
１３　仮支持体
１４　基板
１５　光学異方性層又は光学異方性層形成用材料層
１６　光学異方性層用配向層
１７　転写用接着層
１８　力学特性制御層
１９　液晶表示装置用基板
１５Ａ　光学異方性層における露光条件Ａによって形成される領域
１５Ｂ　光学異方性層における露光条件Ｂによって形成される領域
１５Ｃ　光学異方性層における露光条件Ｃによって形成される領域
２１　カラーフィルタ層
２１Ｒ　赤色のカラーフィルタ層
２１Ｇ　緑色のカラーフィルタ層
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２１Ｂ　青色のカラーフィルタ層
１５ｒ　赤色に対応する光学異方性層のパターン
１５ｇ　緑色に対応する光学異方性層のパターン
１５ｂ　青色に対応する光学異方性層のパターン
２２　ブラックマトリクス
３１　透明電極層
３２　液晶層用配向層
３３　液晶層
３４　ＴＦＴアレイ
３５　液晶セル
３６　偏光層
３７　保護フィルム
３８　偏光板

【図１】

【図２】

【図３】
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摘要(译)

要解决的问题：提供一种工艺，利用该工艺可以容易地制造有助于降低
液晶显示装置的颜色的视角依赖性的液晶显示装置用基板。解决方案：
制备包含光学各向异性层的液晶显示装置用基板的方法，其包括通过包
括以下[1]至[3]的方法形成光学各向异性层：[1]制备具有原料的基板光学
各向异性层; [2]使原始光学各向异性层经受具有彼此不同曝光条件的两种
或更多种类型的图案化曝光; [3]将暴露后得到的基材在80-400℃下进行热
处理。


